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序章．計画策定にあたって 

１．計画の背景と目的 

 
国においては、本格的な少子高齢社会、人口・世帯減少社会の到来を目前に控え、現在及び将

来における国民の豊かな住生活を実現するため、平成 18(2006)年 6 月に住生活基本法が制定され

ました。この法に基づき、国、都道府県において「住生活基本計画」が策定され、住宅セーフテ

ィネットの確保を図りつつ、健全な住宅市場を整備するとともに、国民の住生活の「質」の向上

を図る政策への転換がなされているところです。 
また、平成 19(2007)年の「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（住

宅セーフティネット法）の施行により、公営住宅によるセーフティネット機能のより一層の強化

が求められています。 
さらに、社会資本ストック全体において適正管理・早期修繕により長寿命化を図り、ライフサ

イクルコスト縮減につなげていくため、ストックの長寿命化計画の策定と予防保全的管理が求め

られています。 
本市では、令和 4(2022)年 3 月末で、公営住宅で 24 団地 553 戸、市営住宅全体では 28 団地

851 戸の住宅を供給していますが、全体の半数弱の住戸で耐用年数を経過し、効率的なストック

の機能回復や更新が課題となるなか、平成 25(2013)年度に公営住宅ストックの計画的・効率的な

住宅更新や点検の強化及び早期の管理・修繕を図ることを目的とした「坂出市公営住宅等長寿命

化計画」を策定し、ストックの改善、維持管理に努めてきたところです。 
こうした中、国では「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28(2016)年）」が改訂されてお

り、これら指針等を反映しつつ、計画策定から 8 年以上が経過し、社会情勢や市営住宅を取り巻

く状況も大きく変化していることを踏まえ、見直しを行うものです。 
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２．計画の位置付け 

本計画は、市の最上位計画である「坂出市まちづくり基本構想」を踏まえるとともに、住生活

基本法や住宅セーフティネット法の方針に基づき、坂出市の市営住宅に関する施策別計画として

定める計画です。 
また、本計画は、市営住宅における建替事業、公営住宅ストック総合改善事業、経常的な維持

管理についての方針を位置付け、計画的かつ効率的な市営住宅ストックの管理・運営について定

める計画です。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．計画期間 

本計画は、令和 5(2023)年度から令和 14(2032)年度までの 10 年間を計画期間とします。 
なお、今後の本市を取り巻く社会情勢の変化や、国、香川県の動向等を踏まえ、計画期間内で

あっても適宜見直しを行うものとします。 

 

坂出市公営住宅等長寿命化計画 

＜市営住宅に関する施策別計画＞ 

住生活基本法 住宅セーフティネット法 

香川県 

住生活基本計画 

その他の 

分野別計画 

住宅分野 

連
携 

整
合 

的確な 

維持管理 

公営住宅ストック 

総合改善事業 建替事業 

坂出市まちづくり基本構想 

住生活基本計画 

（全国計画） 

坂出市公共施設等 

総合管理計画 
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１章 坂出市の公営住宅等ストックの概要 

１．社会及び住宅ストックの概要 

（１）人口および世帯の概要 

① 人口・世帯数 

本市の人口は減少し続けており、平成 12(2000)年に 59,228 人であった人口が令和 2(2020)
年には 50,624 人と 15％程度減少しています。 

世帯数は、平成 22(2010)年まで微増傾向にありましたが、平成 27(2015)年以降は減少に転

じており、令和 2(2020)年には 21,272 世帯となっています。 
世帯人員数は、人口及び世帯数の減少により、世帯規模の縮小傾向が続いており、平成

12(2000)年に 2.85 人であった世帯人員数が令和 2(2020)年には 2.38 人にまで減少していま

す。 
 

 

図－人口、世帯数、世帯人員の推移 

 
［資料：国勢調査］ 
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② 年齢別人口 

本市の人口構造は 3 区分年齢別人口の推移から、生産年齢人口の割合は年々減少傾向にあ

り、平成 12(2000)年には全体の約 63％を占めていましたが、令和 2(2020)年には約 53％と

10 ポイント程度減少しています。また、年少人口の割合も平成 12(2000)年には約 13％でし

たが、令和 2(2020)年には約 11％に減少しています。 
これに対し、老齢人口は増加傾向が鈍化するものの、平成 12(2000)年には約 24％であった

高齢化率も令和 2(2020)年には約 36％と一層の高齢化が進展しています。 
 

 

図－３区分年齢別人口構造の推移 

 

 
［資料：国勢調査] 
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（２）住宅の概要 

① 住宅のストック 

１）住宅数の推移 

本市の住宅総数は、平成 30(2018)年には 26,600 戸、そのうち居住世帯のある住宅は

20,660 戸で、全体の約 78％を占めています。空家は年々増加しており、平成 30(2018)年に

は 5,850 戸（約 22％）になっています。平成 15(2003)年から平成 30(2018)年までの 15 年間

に住宅総数は約 2,200 戸増加していますが、同時に空家数も約 1,100 戸増加しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）建て方別住宅数 

建て方別住宅数をみると、一戸建ての割合が最も高く、平成 30(2018)年で全体の約 7 割を

占めているものの、経年での戸数変化ではやや減少傾向にあります。 
これに対し、共同住宅の占める割合は年々伸びており、平成 15(2003)年から平成 30(2018)

年の 15 年間で約 10 ポイント増加し、約 24％となっています。 
 

 

 

  

  
区  分 

平成 15年 

(2003) 

平成 20 年 

(2008) 

平成 25 年 

(2013) 

平成 30 年 

(2018) 

  住宅総数 24,380 26,550 26,040 26,600 

  居住世帯

あり 
19,380 21,410 20,560 20,660 

  79.5% 80.6% 79.0% 77.7% 

  居住世帯

無し 
5,000 5,140 5,480 5,940 

  20.5% 19.4% 21.0% 22.3% 

  一時現在

者のみ 
110 80 60 70 

  0.5% 0.3% 0.2% 0.3% 

  空家 4,760 5,040 5,290 5,850 

   19.5% 19.0% 20.3% 22.0% 

  建築中 130 20 120 20 

   0.5% 0.1% 0.5% 0.1% 

区 分 

平成 15年 

(2003) 

平成 20 年 

(2008) 

平成 25 年 

(2013) 

平成 30年 

(2018) 

総数 19,380 21,410 20,560 20,660 

 一戸建 15,130 15,660 14,830 14,800 

  78.1% 73.1% 72.1% 71.6% 

 長屋建 1,510 1,730 1,210 840 

  7.8% 8.1% 5.9% 4.1% 

 共同住宅 2,690 3,940 4,440 5,010 

  13.9% 18.4% 21.6% 24.2% 

 その他 40 80 80 10 

  0.2% 0.4% 0.4% 0.0% 

※住宅・土地統計調査の調査数は端数処理がされているため、合

計・割合等が一致しない場合がある。 

（単位：戸） 

表－建て方別住宅数 

※住宅・土地統計調査の調査数は端数処理がされているため、合

計・割合等が一致しない場合がある。 
［資料：住宅土地統計調査］

図－建て方別住宅割合の比較 ＜平成 30(2018)年＞ 

表－住宅総数と空家の状況 

（単位：戸）

図－住宅総数と空家等の割合 ＜平成 30(2018)年＞ 

［資料：住宅土地統計調査］
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３）構造別・建設時期別住宅数 

構造別の住宅数をみると、平成 30(2018)年には木造住宅が 4 割、防火木造と非木造がそれ

ぞれ約 3 割を占めています。 
住宅の建築時期では、建築時期の古い住宅の割合が高く、築後 30 年以上経っている平成

2(1990)年までに建設された住宅が 5 割弱となっています。 
 

図－構造別住宅割合の比較 ＜平成 30 年(2018)＞ 

 
［資料：住宅土地統計調査］ 

 

図－建築時期別住宅割合の比較 ＜平成 30(2018)年＞ 

 
［資料：住宅土地統計調査］ 

 

表－構造別建築時期別住宅数 ＜平成 30(2018)年＞ 

 

区 分 総 数 

昭和 45年

以前 

(～1970) 

昭和 46～ 

55 年 

(1971～

1980) 

昭和 56～ 

平成 2年 

（1981～

1990） 

平成 3～ 

12 年 

(1991～

2000) 

平成 13～ 

22 年 

(2001～

2010) 

平成 23～ 

27 年 

(2011～

2015) 

平成 28～ 

30 年 

(2016～

2018) 

総数 20,660 2,630 3,610 3,190 3,520 3,000 1,510 1,120 

 木造 8,270 1,920 2,200 1,350 890 650 380 130 

   23.2% 26.6% 16.3% 10.8% 7.9% 4.6% 1.6% 

 防火木造 6,510 330 820 970 1,480 1,370 720 410 

   5.1% 12.6% 14.9% 22.7% 21.0% 11.1% 6.3% 

 非木造 5,880 380 580 860 1,150 960 430 570 

   6.5% 9.9% 14.6% 19.6% 16.3% 7.3% 9.7% 

 
［資料：住宅土地統計調査］ 

※住宅・土地統計調査の調査数は端数処理がされているため、合計・割合等が一致しない場合がある。 

（単位：戸）
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② 所有関係 

１）所有別住宅数 

住宅の所有関係は、持ち家の割合が最も高く、全体の 7 割以上を占めています。次いで民

営借家が約 2 割を占め、公営・ＵＲ・公社等の公的な借家は平成 30(2018)年時点で 2.4％に

とどまっています。 
 

図－住宅所有関係別住宅割合の比較 ＜平成 30(2018)年＞ 

 

 
※住宅・土地統計調査の調査数は端数処理がされているため、合計・割合等が一致しない場合がある。 
 

［資料：住宅土地統計調査］ 
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③ 規模と居住水準 

１）住宅の規模 

持ち家、借家別の戸当たり平均延床面積は、平成 15(2003)年以降、減少傾向にあり、平成

30(2018)年には持ち家 139.2 ㎡、借家 51.6 ㎡となっています。借家は、持ち家の半分以下の

規模で推移しています。 
 

 

 
 

［資料：住宅土地統計調査］ 

 

２）居住面積水準 

持ち家の 0.4％は最低居住面積水準未満の住宅であり、借家は 12.2％となっています。 
 

図－居住面積水準＜平成 30(2018)年＞ 

 
［資料：住宅土地統計調査］ 

＜居住面積水準＞ 

最低居住面積水準 
世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準。 

算定式 ①単身者 25 ㎡ ②２人以上の世帯 10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡ 

誘導居住面積水準 

世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルを想定した場合に必要と考えられる

住宅の面積に関する水準。 

都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定した一般型誘導居住面積水準と、都市の中心

及びその周辺における共同住宅居住を想定した都市居住型誘導居住面積水準からなる。 

算定式 【一般型誘導居住面積水準】   ①単身者 55 ㎡ ②２人以上の世帯 25 ㎡×世帯人数＋25 ㎡ 

    【都市居住型誘導居住面積水準】 ①単身者 40 ㎡ ②２人以上の世帯 20 ㎡×世帯人数＋15 ㎡ 

［資料：住生活基本計画（全国計画）国土交通省］ 

148.2 145.1 139.2 139.2 

55.4 52.0 52.8 51.6 

0

50

100
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平成20年
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平成25年
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平成30年
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持ち家 借家（㎡）

図－持借別平均床面積の推移 
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④ 世帯収入と家賃動向 

１）居住世帯の収入 

所有関係別の居住世帯の収入では、持ち家は 500 万円前後を中心に各収入階層でほぼ均等

に分布していますが、公営借家では 200 万未満の世帯が約 7 割を占めています。民営借家で

は 300 万円未満の世帯が約 3 割を占めています。 
 

図－収入階層別所有関係別住宅割合 ＜平成 30(2018)年＞ 

 
※ 割合は収入階層別世帯数の合計値をもとに、各階層の割合を算出している。 

［資料：住宅土地統計調査］ 

 

２）賃貸住宅の家賃 

賃貸住宅の家賃は、平成 20(2008)年までは減少傾向にあったが、その後増加に転じ、平成

30(2018)年には 42,158 円／月となっており、平成 15(2003)年から 2 割程度上昇しています。

共益費・管理費についても増加傾向にあり、平成 30(2018)年には 1,961 円／月となってお

り、平成 15(2003)年の 2 倍程度と大きく上昇しています。 
家賃階層別の借家数割合は、4 万円未満の借家の割合が比較的高く、全体の 4 割弱を占めて

おり、低家賃の借家が多いことがうかがえます。 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
［資料：住宅土地統計調査］ 

区 分 
平成 15 年 

(2003) 

平成 20 年 

(2008) 

平成 25 年 

(2013) 

平成 30 年 

(2018) 

家賃 36,076 35,639 40,184 42,158 

共益費・管理費 987 1,103 1,728 1,961 

表－借家の平均家賃と共益費の推移 

図－家賃階層別借家数割合の比較 ＜平成 30(2018)年＞ 

（単位：円／月） 
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２．公営住宅等の概要 

（１）管理状況 

① 公営住宅等の位置と管理戸数 

本市には、市が管理している公営住宅が 24 団地 553 戸、市営住宅（市単独）が 1 団地 14
戸、改良住宅が 3 団地 284 戸、計 28 団地 851 戸があります。その他に県の管理する県営住

宅が 1 団地 98 戸あります。 
 

表－団地別公営住宅等管理戸数 

区分 番号 団地名 管理戸数（戸） 地 区 

公営住宅 

1 横津  1 東部 

2 宮下  13 中央 

3 林田  9 林田 

4 常盤(新)  43 西部 

5 与島  3 与島 

6 池園  11 西部 

7 府中  13 府中 

8 御供所北  11 西部 

9 内浜  52 西部 

10 春日  8 川津 

11 小山  35 川津 

12 福江  6 金山 

13 八十場南  52 西庄 

14 牛の子  75 加茂 

15 八十場西  47 西庄 

16 西庄(野田)  10 西庄 

17 八十場中  25 西庄 

18 緑町  12 西部 

19 御供所  6 西部 

20 西庄北  24 西庄 

21 昭和  16 東部 

22 新林田  48 林田 

23 西庄東  8 西庄 

24 北新  25 東部 

小 計 553  

市営住宅 

(市単独) 

25 八十場東  14 西庄 

小 計 14  

改良住宅 

26 京町 S40～49 108 東部 

 京町 S60 34 東部 

27-1 西庄  62 西庄 

 西庄 中耐 24 西庄 

27-2 西庄(野田)  12 西庄 

28 川津  44 川津 

小 計 284  

合 計 851  

［資料：市管理資料（令和 4(2022)年 3 月 31 日時点）］ 
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図－公営住宅等の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



12 

② 住宅の構造 

本市の公営住宅のうち約 82％を木造平屋（214 戸）及び簡易耐火造（240 戸）が占め、耐

火構造（低層、中層）は約 18％（99 戸）にとどまり、木造や簡易耐火構造の住宅が大半を占

めています。 
一方、改良住宅では約 58％を耐火構造（166 戸）が占め、管理総数 851 戸のうち約 31％

（265 戸）が耐火構造です。 
 

図－区分別構造別管理戸数の割合 

 
 

（単位：戸） 

区分 番号 団地名 管理戸数 木造平屋 
簡易耐火 

構造平屋 

簡易耐火 

構造二階 

耐火構造 

(低層） 

耐火構造 

(中層） 

公営 

1 横津 1 1     
2 宮下 13 7 6    
3 林田 9 9     
4 常盤(新) 43     43 
5 与島 3 3     
6 池園 11 3 8    
7 府中 13 13     
8 御供所北 11 3 8    
9 内浜 52 52     
10 春日 8 8     
11 小山 35 31 4    
12 福江 6 6     
13 八十場南 52 45  7   
14 牛の子 75 8 29 38   
15 八十場西 47   47   
16 西庄(野田) 10   10   
17 八十場中 25   25   
18 緑町 12   12   
19 御供所 6   6   
20 西庄北 24   24   
21 昭和 16   16   
22 新林田 48     48 
23 西庄東 8    8  
24 北新 25 25     

小 計 553 214 55 185 8 91 

市単 
25 八十場東 14   14    

小 計 14 0 14 0 0 0 

改良 

26 京町 S40～49 108    46 62 

    S60 34    22 12 

27-1 西庄  62   62   

    中耐 24     24 

27-2 西庄(野田) 12   12   

28 川津 44   44   

小 計 284 0 0 118 68 98 

合 計 
851 214 69 303 76 189 

 25.2% 8.1% 35.6% 8.9% 22.2% 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

表－団地別構造別管理戸数 
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③ 建設年度と耐用年限 

耐用年数をみると、令和 4(2022)年 3 月末時点で総管理戸数 851 戸のうち、393 戸(46.2％)
が既に耐用年数が過ぎ、管理戸数の半数近くを占めています。本計画の目標年である 10 年後

には 586 戸（68.9％）が耐用年数を経過することになります。 
 

図－区分別構造別耐用年限経過状況の予測 

 
 

 

 

区分 番号 団地名 
総戸数 

(戸) 
棟番号 

管理 

戸数 

(戸) 

建設 

年度 

(年) 

構造・ 

階数 

経過 

年数 

(年) 

耐用 

年限 

(年) 

耐用年限

経過年 

(年) 

残耐用

年数 

(年) 

公営 1 横津 1  1 S 26 木平 71 30 1981 △41 

2 宮下 13  5 S 29 木平 68 30 1984 △38 

     2 S 30 木平 67 30 1985 △37 

     6 S 32 簡平 65 30 1987 △35 

3 林田 9  2 S 30 木平 67 30 1985 △37 

 林田   4 S 31 木平 66 30 1986 △36 

 林田   3 S 32 木平 65 30 1987 △35 

4-2 常盤(新)  43 Ａ棟 23 H 3 耐火 4 31 70 2061 39 

 常盤  Ｂ棟 20 H 5 耐火 4 29 70 2063 41 

5 与島 3  3 S 30 木平 67 30 1985 △37 

6 池園 11  2 S 31 木平 66 30 1986 △36 

 池園   8 S 30 簡平 67 30 1985 △37 

 池園   1 S 32 木平 65 30 1987 △35 

7 府中 13  2 S 32 木平 65 30 1987 △35 

     11 S 39 木平 58 30 1994 △28 

8 御供所北 11  3 S 33 木平 64 30 1988 △34 

 御供所北   8 S 33 簡平 64 30 1988 △34 

9 内浜 52  20 S 33 木平 64 30 1988 △34 

     16 S 34 木平 63 30 1989 △33 

     14 S 36 木平 61 30 1991 △31 

     2 S 37 木平 60 30 1992 △30 

10 春日 8  8 S 39 木平 58 30 1994 △28 

11 小山 35  20 S 39 木平 58 30 1994 △28 

     6 S 41 木平 56 30 1996 △26 

     4 S 41 簡平 56 30 1996 △26 

     5 S 42 木平 55 30 1997 △25 

12 福江 6  6 S 41 木平 56 30 1996 △26 

13 八十場南 52  18 S 41 木平 56 30 1996 △26 

     13 S 42 木平 55 30 1997 △25 

     14 S 43 木平 54 30 1998 △24 

     7 S 48 簡二 49 45 2018 △4 

表－団地別建設年度及び耐用年限等の状況 

※網掛けは既に経過済み
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［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

区分 番号 団地名 
総戸数 

(戸) 
棟番号 

管理 

戸数 

(戸) 

建設 

年度 

(年) 

構造・ 

階数 

経過 

年数 

(年) 

耐用 

年限 

(年) 

耐用年限

経過年 

(年) 

残耐用

年数 

(年) 

 

14 牛の子 75  8 S 43 木平 54 30 1998 △24 

     29 S 44 簡平 53 30 1999 △23 

     20 S 45 簡二 52 45 2015 △7 

     10 S 46 簡二 51 45 2016 △6 

     8 S 48 簡二 49 45 2018 △4 

15 八十場西 47  24 S 51 簡二 46 45 2021 △1 

      12 S 52 簡二 45 45 2022 0 

      11 S 53 簡二 44 45 2023 1 

16 西庄(野田) 10  10 S 53 簡二 44 45 2023 1 

17 八十場中 25  15 S 54 簡二 43 45 2024 2 

    10 S 55 簡二 42 45 2025 3 

18 緑町 12  12 S 60 簡二 37 45 2030 8 

19 御供所 6  6 S 60 簡二 37 45 2030 8 

20 西庄北 24  12 S 61 簡二 36 45 2031 9 

    12 S 62 簡二 35 45 2032 10 

21 昭和 16  16 S 62 簡二 35 45 2032 10 

22 新林田 48 Ａ 18 S 63 耐火 3 34 70 2058 36 

   Ｂ・Ｃ 12 H 1 耐火 3 33 70 2059 37 

   Ｄ 6 H 4 耐火 3 30 70 2062 40 

   Ｅ 12 H 7 耐火 3 27 70 2065 43 

23 西庄東 8  8 H 2 耐火 2 32 70 2060 38 

24 北新 25  25 S 22 木平 75 30 1977 △45 

小 計 553          

市単 
25 八十場東 14  14 S 39 簡平 58 30 1994 △28 

小 計 14          

改良 26 京町 142 1・8 16 S 40 耐火 4 57 70 2035 13 

   4・9 12 S 40 耐火 3 57 70 2035 13 

   2・3・7 12 S 40 耐火 2 57 70 2035 13 

   10 2 S 40 耐火 1 57 70 2035 13 

   12 6 S 41 耐火 3 56 70 2036 14 

   13 8 S 41 耐火 4 56 70 2036 14 

   11 2 S 43 耐火 1 54 70 2038 16 

   5 6 S 45 耐火 3 52 70 2040 18 

   6 8 S 45 耐火 4 52 70 2040 18 

   14 2 S 45 耐火 2 52 70 2040 18 

   14・15 6 S 46 耐火 2 51 70 2041 19 

   16  6 S 46 耐火 3 51 70 2041 19 

   19・20・21・22 13 S 47 耐火 1 50 70 2042 20 

   22・23・24 5 S 48 耐火 1 49 70 2043 21 

   17・18 4 S 49 耐火 1 48 70 2044 22 

   25 2 S 60 耐火 1 37 70 2055 33 

   26・27・29・31・32 20 S 60 耐火 2 37 70 2055 33 

   28・30 12 S 60 耐火 3 37 70 2055 33 

27-1 西庄 86 (中耐西棟） 12 S 45 耐火 4 52 70 2040 18 

   (中耐東棟） 12 S 47 耐火 4 50 70 2042 20 

    9 S 50 簡二 47 45 2020 △2 

    7 S 51 簡二 46 45 2021 △1 

    13 S 52 簡二 45 45 2022 0 

    3 S 53 簡二 44 45 2023 1 

    2 S 54 簡二 43 45 2024 2 

    6 S 57 簡二 40 45 2027 5 

    6 S 58 簡二 39 45 2028 6 

    14 S 59 簡二 38 45 2029 7 

    2 S 60 簡二 37 45 2030 8 

27-2 西庄(野田) 12  12 S 58 簡二 39 45 2028 6 

28 川津 44  12 S 53 簡二 44 45 2023 1 

    18 S 54 簡二 43 45 2024 2 

    14 S 55 簡二 42 45 2025 3 

小 計 284          

合 計 851          



15 

④ 住宅の広さ・住戸の型 

住戸専有面積をみると、木造平屋及び簡易耐火造平屋は全て 40 ㎡以下で、公営住宅の約 5
割をこのタイプが占めており、これらの住戸は昭和 44(1969)年以前に建設されています。公

営住宅のうち、簡易耐火造２階の住戸は 42～79 ㎡で昭和 45(1969)～62(1987)年に建設さ

れ、耐火造は昭和 63(1988)～平成 7(1995)年に建設され、専有面積は 60～78 ㎡です。平成元

(1989)年以降に建設された住戸は、60 ㎡以上の広さとなっています。改良住宅のうち京町団

地の住戸は全て耐火造ですが、昭和 50(1975)年以前に建設された住戸が大部分を占め、専有

面積も 50 ㎡以下の規模となっています。 
また、40 ㎡以下の住戸は１K や２K、40～50 ㎡の住戸は２DK や２LDK、50 ㎡以上の住

戸は３DK、４DK が多くを占めています。 
 

 

 

区 

分 
番
号 

団地名 

総
戸
数(

戸) 

管理 

戸数 

（戸） 

建設年度 

（年） 
構造 

住戸 

専有 

面積 

（㎡）

住戸 

タイプ 

区 

分 
番
号 

団地名 

総
戸
数(

戸) 

管理 

戸数 

（戸） 

建設年度 

（年） 
構造 

住戸 

専有 

面積 

（㎡） 

住戸 

タイプ 

公
営 

1 横津 1 1 S26 木平 28.00 ２Ｋ 
公
営 

16 西庄(野田) 10 10 S53 簡二 77.34 ４ＬＫ 

2 宮下 13 7 S29・30 木平 34.70 ２Ｋ 17 八十場中 25 25 S54･55 簡二 59.11 ３Ｋ 

   6 S32 簡平 19.80 １Ｋ 18 緑町 12 12 S60 簡二 61.25 ３ＤＫ 

3 林田 9 9 S30･31･32 木平 34.70 ２Ｋ 19 御供所 6 4 S60 簡二 61.25 ３ＤＫ 

4 常盤(新) 43 16 H3 耐火 69.78 ３ＤＫ    2 S60 簡二 65.68 ３ＤＫ 

   7 H3 耐火 68.36 ３ＤＫ 20 西庄北 24 24 S61･62 簡二 79.97 ４ＤＫ 

   8 H5 耐火 71.47 ３ＤＫ 21 昭和 16 16 S62 簡二 79.97 ４ＤＫ 

   12 H5 耐火 72.75 ３ＤＫ 22 新林田 48 18 S63 耐火 67.48 ３ＤＫ 

5 与島 3 3 S30 木平 28.08 ２Ｋ    6 H1 耐火 78.41 ４ＤＫ 

6 池園 11 11 S31･32 木平 34.70 ２Ｋ    6 H1 耐火 62.09 ２ＤＫ 

7 府中 13 2 S32･33 木平 28.00 ２Ｋ    6 H4 耐火 70.07 ３ＤＫ 

    11 S39 木平 31.25 ２ＤＫ    3 H7 耐火 60.39 ２ＤＫ 

8 

 

御供所北 
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3 S33 木平 34.70 ２Ｋ    6 H7 耐火 69.01 ３ＤＫ 

8 S33 簡平 34.70 ２Ｋ    3 H7 耐火 74.50 ４ＤＫ 

9 内浜 52 12 S33 木平 34.70 ２Ｋ 23 西庄東 8 8 H2 耐火 74.93 ３ＬＤＫ 

   8 S33 木平 28.00 ２Ｋ 24 北新 25 25 S22 木平 31.20 ２Ｋ 

   16 S34 木平 28.90 ２Ｋ 小 計 553      

   9 S36 木平 30.60 ２Ｋ 
市
単 

25 八十場東 14 7 S39 簡平 21.76 １Ｋ 

   5 S36 木平 34.70 ２Ｋ    7 S39 簡平 21.78 １Ｋ 

   2 S37 木平 31.20 ２Ｋ 小 計 14      

10 春日 8 5 S39 木平 36.40 ３Ｋ 
改
良 

26 京町 142 62 S40･41･45･46 耐火 31.28 ２Ｋ 

   3 S39 木平 31.25 ２Ｋ    2 S43 耐火 39.63 １Ｋ 

11 小山 35 31 S39・41･42 木平 31.25 ２Ｋ    10 S40･41･45･46 耐火 34.93 ２Ｋ 

   4 S41 簡平 31.25 ２Ｋ    16 S40･45･46･49 耐火 40.35 ３Ｋ 

12 福江 6 6 S41 木平 31.25 ２Ｋ    8 S47･48 耐火 43.59 ３ＤＫ 

13 八十場南 52 10 S41 木平 36.40 ３Ｋ    8 S47･48 耐火 21.04 １Ｋ 

   21 S41･42 木平 31.25 ２Ｋ    2 S48 耐火 43.24 ３ＤＫ 

   14 S43 木平 31.64 ２Ｋ    32 S60 耐火 47.22 ２ＤＫ 

   7 S48 簡二 43.99 ２ＤＫ    2 S60 耐火 49.06 ２ＤＫ 

14 牛の子 75 5 S43 木平 36.40 ３Ｋ 27-1 西庄 86 24 S45･47 耐火 78.90 ４ＤＫ 

   3 S43 木平 31.64 ２Ｋ    9 S50 簡二 64.71 ３ＤＫ 

   8 S44 簡平 37.87 ２ＤＫ    3 S51 簡二 64.94 ３ＤＫ 

   21 S44 簡平 33.35 ２Ｋ    4 S51 簡二 79.72 ４ＤＫ 

   20 S45･46 簡二 44.40 ２ＬＤＫ    24 
S52･53･54・

57 
簡二 79.70 ５ＤＫ 

   10 S45 簡二 42.45 ２ＬＤＫ    18 S58･59・60 簡二 79.92 ５ＤＫ 

   8 S48 簡二 46.25 ２ＬＤＫ    4 S58 簡二 79.93 ５ＤＫ 

15 八十場西 47 10 S51 簡二 49.66 ２ＤＫ 27-2 西庄(野田) 12 12 S58 簡二 79.93 ５ＤＫ 

   4 S51 簡二 56.98 ３Ｋ 28 川津 44 11 S53 簡二 77.96 ４ＬＤＫ 

   10 S51 簡二 52.79 ３Ｋ    2 S53・54 簡二 107.3 ４ＬＤＫ 

   12 S52 簡二 54.95 ３Ｋ    31 S54・55 簡二 78.23 ４ＬＤＫ 

   11 S53 簡二 58.52 ３Ｋ 小 計 284      

         合 計 851      

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

表－団地別住戸面積及び住戸タイプの状況 
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（２）住居水準 

① 住戸内設備の状況 

住戸内設備の整備状況は、浴室有の住戸が全体で 521 戸（61.2％）となっており、そのう

ち公営住宅は 321 戸（58.0%）となっています。 
また、3 箇所給湯、高齢者対応仕様整備、エレベーターは、全ての住戸で整備されていま

せん。 
 

 

 

 浴室有 3 箇所給湯無 
高齢者対応 

仕様整備戸数 
ＥＶ有 総管理戸数 

公営住宅 
321  553  0  0  553  

58.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

市単独住宅 
14  14  0  0  14  

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

改良住宅 
186  284  0  0  284  

65.5% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

合 計 
521  851  0  0  851  

61.2% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

 

 

② 附帯設備の状況 

汚水処理の整備状況では、全管理戸数の 47.0％が汲み取りで最も多く、次いで、合併浄化

槽（27.0％）、公共下水道（23.2％）の順となっています。公共下水道及び浄化槽による汚水

処理施設は 53.0％となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

  

表－住宅種別住居内設備の整備状況 
（単位：戸） 

図－汚水処理の整備状況（全体） 

（単位：戸） 
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③ 居住面積水準の状況 

居住面積水準の状況は、令和 4(2022)年 3 月末時点で最低居住面積水準を満たしていない世

帯が全体で 26 世帯（5.7％）あり、最低居住面積水準未満の世帯の早期解消を目指していく

必要があります。 
 

 

 

 

 最低居住面積水準 

未満世帯数 未満世帯率 

公営住宅 21 6.9% 

市単独住宅 0 0.0% 

改良住宅 5 3.2% 

合 計 26 5.7% 

 
※最低居住水準未満世帯の割合は入居世帯数に対する割合 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

 

 

（３）入居者の状況 

① 世帯人員の状況 

単身世帯の割合が多く、全体で 270 世帯（58.7％）となっており、次いで、2 人世帯が 112
世帯（24.3％）、3 人世帯が 45 世帯（9.8%）となっており、単身・2 人世帯が約 83％を占め

ています。 
 

 

 

 
※［ ］内の数字は「入居戸数」を示し、グラフ内の数値は入居戸数に対する世帯人員区分別戸数の割合 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

  

表－各世帯の居住面積水準（未満世帯）の状況 

図－世帯人員別世帯数の割合 

（単位：戸） 
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② 世帯主の年齢状況 

世帯主の年齢では、全体で 65 歳以上が 60.9%、30～64 歳が 37.6%となっています。 
 

 

図－世帯主の年齢状況 

 

 
※［ ］内の数字は「入居戸数」を示し、グラフ内の数値は入居戸数に対する世帯主の年齢区分戸数の割合 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

 

 

③ 入居戸数の状況 

全体の入居率は 54.1％となっています。 
 

図－入居戸数の状況 

 

 
※［ ］内の数字は「管理戸数」を示し、グラフ内の数値は管理戸数に対する入居戸数の割合 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 
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④ 高齢者世帯（65 歳以上）の状況 

高齢者がいる世帯は、全体で 292 世帯あり、そのうち高齢単身世帯は 227 世帯

（77.7％）、高齢 2 人世帯は 37 世帯（12.7％）となっています。 
 

図－高齢者世帯（65 歳以上）の状況 

 

 
※［ ］内の数字は「高齢者がいる世帯数」を示し、グラフ内の数値は高齢者がいる世帯数に対する高齢世帯区分の割合 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

 

 

⑤ 子育て世帯の状況 

子育て世帯の入居状況について、18 歳未満の子どもがいる世帯は、全体で 48 世帯

（10.4％）となっています。 
 

図－子育て世帯の状況 

 

 
※［ ］内の数字は「入居戸数」を示し、グラフ内の数値は入居戸数に対する子育て世帯の割合 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 
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⑥ 入居期間の状況 

入居世帯の入居年数をみると、入居期間 30 年以上の世帯は、全体で 246 世帯（53.5%）、

次いで 20～29 年の 86 世帯（18.7%）と長期間居住する世帯が多くなっています。 
 

 
図－入居期間の状況 

 

 
 

※［ ］内の数字は「入居戸数」を示し、グラフ内の数値は入居期間区分別戸数の割合 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 
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３．異なる事業主体の公営住宅等の概要 

 
異なる事業主体の公営住宅として本市には県営住宅が 1 団地あり、管理戸数は 122 戸、こ

のうち公営住宅が 98 戸、特定公共賃貸住宅が 10 戸、準特定優良賃貸住宅が 14 戸となってい

ます。 
 

 

表－県営団地の概要 

 

団地名 建設年度 一般県営住宅 
特定公共 

賃貸住宅 

準特定優良 

賃貸住宅 
合 計 

坂出府中 H6～H9 98 10 14 122 

 

 

（単位：戸） 
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４．セーフティネット住宅の状況 

 

市内で登録のあるセーフティネット住宅※1は、令和 4(2022)年 9 月時点で 636 戸※2供給さ

れています。 
住戸の広さ規模では、40～50 ㎡の住戸が 287 戸と全体の約 45％を占め最も多く、間取り

では２Ｋ・２ＤＫ・２ＬＤＫが全体の半数以上を占めています。 
供給戸数のうち、空室となっている住戸は 24 戸と全体の約 4％とわずかです。 
民営借家全体の約 15％がセーフティネット住宅と推定されます。 

 
※1 セーフティネット住宅： 
   高齢者や子育て世帯、障がいのある方、所得の低い方など住まい探しにお困りの方の入居を受け入れる住宅

（セーフティネット住宅）として国に登録された住宅を言います。  
※2 住宅供給戸数： 
   セーフティネット住宅の供給戸数は、国のホームページ「セーフティネット住宅情報提供システム」での令

和 4(2022)年 9 月時点のデータ。 

 

表 セーフティネット住宅の広さ別供給戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 セーフティネット住宅の間取り別供給戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 セーフティネット住宅の入居状況 

 

 

 

 
 

 

表 セーフティネット住宅の民営借家全体での割合 

借家内訳 戸数 (戸) 割合 (％) 

セーフティネット住宅 

(令和 4(2022)年 9月時点) 
636  15.4% 

民営借家全体 

(平成 30(2018)年住宅土地統計) 
4,120  100.0% 

 
［資料：国のホームページ「セーフティネット住宅情報提供システム」令和 4(2022)年 9 月 15 日時点］ 

 

  

広さ規模別 (㎡) 戸数 (戸) 割合 (％) 

～25 2  0.3% 

25～30 15  2.4% 

30～40 63  9.9% 

40～50 287  45.1% 

50～55 71  11.2% 

55～ 198  31.1% 

合 計 636  100.0% 

間取り別 戸数 (戸) 割合 (％) 

１Ｋ･１ＤＫ･１ＬＤＫ 284  44.7% 

２Ｋ･２ＤＫ･２ＬＤＫ 344  54.1% 

３Ｋ･３ＤＫ･３ＬＤＫ 8  1.3% 

４Ｋ･４ＤＫ･４ＬＤＫ 0  0.0% 

５Ｋ･５ＤＫ･５ＬＤＫ 0  0.0% 

合 計 636  100.0% 

入居別 戸数 (戸) 割合 (％) 

入居中 612  96.2% 

空 室 24  3.8% 

合 計 636  100.0% 
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５．これまでの取り組み 

（１）建替・改善事業の実績 

本市では、平成 7(1995)年以降、新築・建替実績が無く、改善・改修事業の実績のみとなってい

ます。 
各団地の改善・改修の実績については以下のとおりであり、屋根改修（防水改修）が多くなっ

ています。 
 

表－各団地の改善・改修履歴の状況 

区分 番号 団地名 
管理 
戸数 
（戸） 

構造 実施年度 改善・改修事項 

公営 2 宮下 24 木平・簡平 H14 屋根改修（木平･18 戸） 

3 林田 27 木平・簡平 H12～13 屋根改修（木平･15 戸） 

4 常盤(新) 43 耐火 H10 共用部分改善(高齢者対応･23 戸) 
    H28 給水ポンプ取替 

6 池園 19 木平・簡平 H20 屋根改修 

7 府中 22 木平 H7～8 屋根改修(22 戸) 

8 御供所北 12 木平・簡平 H21 屋根改修 

9 内浜 52 木平 H10～13 屋根改修(53 戸) 

10 春日 8 木平 H15 屋根改修 

11 小山 41 木平・簡平 H8～10 屋根改修(41 戸) 

12 福江 6 木平 H7 屋根改修(6 戸) 

13 八十場南 52 木平・簡平 H4～6, 屋根改修(50 戸) 

    H15 屋根防水改修 

14 牛の子 75 木平･簡平･簡二 H15,H18,H19 屋根改修 
    H29 防水改修(56～59 号)  

15 
 
八十場西 52 簡二 H23 屋根防水改修(9 号棟) 
   H24 防水改修(3 号棟) 

    R2 防水改修(集会所) 

16 西庄（野田） 10 簡二 S60 規模改善(10 戸) 
    H11 外壁改修(10 戸) 

17 八十場中 25 簡二 H23 屋根防水改修(4 号棟) 

20 西庄北 24 簡二 H29 防水改修(集会場) 

21 昭和 16 簡二 H28 車庫･上屋手摺塗装(1～8 号棟) 
    H29 車庫･上屋手摺塗装(9～16 号棟) 

22 新林田 48 耐火 R2 屋根改修(集会所) 

市単独 25 八十場東 14 簡平 S63､H1 住戸改善(14 戸) 

改良 26 京町 142 耐火 H12～14 外壁改修(108 戸) 
    H25 防水改修(14 号棟･16 号棟) 
    H26 防水改修(31 号棟) 

    H27 防水改修(11 号棟･18 号棟) 
    H28 防水改修(10 号棟) 
    H28 共用灯改修 

    H30 防水改修(3 号棟･29 号棟) 
    R2 埋設直圧管更新(人工土地) 
    R3 外壁劣化応急修繕(人工土地)  

27-1 西庄 86 耐火 S59､61 住戸改善(2 戸１改善・24戸) 
   簡二 S60､61 増築(40 戸) 

    H26 ベランダ手摺塗装 
    H30 防水改修(13 号棟) 

27-2 西庄(野田) 12 簡二 H28 防水改修(10 号棟) 

28 川津 44 簡二 S59､60 増築(42 戸) 
    S60 増築（店舗付･2 戸） 

    H26 ベランダ手摺塗装(30～33 号棟) 
    H27 ベランダ手摺塗装(1～5,39,41 号棟) 
    H30 ベランダ防水(4,5,21 号棟) 

    H30 ベランダ手摺塗装(17～19,21～25 号棟) 
    R1 ベランダ手摺塗装(11,14,20,27～29,35,40,42 号棟) 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 
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２章 地域における公営住宅等の需要と役割 

１．公営住宅等の入居状況 

令和 4(2022)年 3 月 31 日時点の公営住宅等への入居状況は、全体での管理総数 851 戸のう

ち、入居戸数は 460 戸で、入居率 54.1％となっています。 
 

 

表－公営住宅等の入居状況 

区分 番号 団地名 管理戸数（戸） 入居戸数（戸） 入居率 

公営 

1 横津 1 1 100.0% 

2 宮下 13 7 53.8% 

3 林田 9 7 77.8% 

4 常盤(新) 43 35 81.4% 

5 与島 3 2 66.7% 

6 池園 11 5 45.5% 

7 府中 13 8 61.5% 

8 御供所北 11 5 45.5% 

9 内浜 52 29 55.8% 

10 春日 8 5 62.5% 

11 小山 35 22 62.9% 

12 福江 6 4 66.7% 

13 八十場南(木造) 45 26 57.8% 

 八十場南(簡二) 7 5 71.4% 

14 牛の子 75 24 32.0% 

15 八十場西 47 18 38.3% 

16 西庄(野田) 10 5 50.0% 

17 八十場中 25 10 40.0% 

18 緑町 12 9 75.0% 

19 御供所 6 4 66.7% 

20 西庄北 24 18 75.0% 

21 昭和 16 11 68.8% 

22 新林田 48 39 81.3% 

23 西庄東 8 3 37.5% 

24 北新 25 2 8.0% 

小 計 553 304 55.0% 

市単独 
25 八十場東 14 1 7.1% 

小 計 14 1 7.1% 

改良 

26 京町 S40～49 108 44 40.7% 

 京町 S60 34 19 55.9% 

27-1 西庄 86 49 57.0% 

27-2 西庄(野田) 12 9 75.0% 

28 川津 44 34 77.3% 

小 計 284 155 54.6% 

合 計 851 460 54.1% 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 

  



25 

２．公営住宅等の応募の状況 

公営住宅等の募集実績は下表のとおりです。 
募集は年 2 回程度行われ、過去 5 年間の実績では、年間 10 戸程度の募集に対して、応募数

が 4 戸程度、応募率は約 0.4 倍となり 1.0 倍を大幅に下回っています。団地別では、建築年が

新しく中層耐火構造の団地への応募が比較的高いものの、応募倍率は 1.0 倍を超えている団地

はありません。 
 

 

表－公営住宅等の年度別応募状況（平成 29(2017)年度～令和 3(2021)年度） 

    

平成 29 年度 

(2017) 

平成 30 年度 

(2018) 

令和元年度 

(2019) 

令和 2年度 

(2020) 

令和 3年度 

(2021) 
過去 5年計 

公営住宅 

募集 10 件 9 件 10 件 10 件 9 件 48 件 

応募 4件 4 件 4 件 4 件 2 件 18 件 

 

 
表－団地別応募状況（過去 5 年間 平成 29(2017)年度～令和 3(2021)年度） 

区 分 番号 団地名 募集数 応募数 応募倍率 

公営住宅 

4 常盤(新) 13 件 9 件 0.69 倍 

13 八十場南 1件 1 件 1.00 倍 

15 八十場西 5件 1 件 0.20 倍 

17 八十場中 5件 1 件 0.20 倍 

18 緑町 7 件 0 件 0.00 倍 

19 御供所 8件 1 件 0.13 倍 

22 新林田 9件 5 件 0.56 倍 

計 48 件 18 件 0.38 倍 

［資料：市管理資料 令和 4(2022)年 3 月 31 日時点］ 
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３．将来の公営住宅等の供給必要戸数（需要予測の算出） 

公営住宅等の目標管理戸数の設定は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）（国土

交通省 平成 28(2016)年 8 月）（以下、「本指針」という。）」にある推計手法（ストック推

計）を用い、公営住宅の入居対象となる世帯数（本来階層及び裁量階層）を推計し、将来必

要となる公営住宅等の戸数（公営住宅等ストック量）を算出します。 
 

 

 

 

【ステップ 0】坂出市の世帯数の推計（世帯主年齢５歳階級別世帯類型別） 

将来の香川県世帯主率をもとに坂出市の世帯主率を推定して将来の世帯数を算出する。 

 世帯数＝世帯主数＝人口×世帯主率 

【ステップ 1】借家世帯の世帯人員・収入分位別世帯数の推計 

将来のある時点（目標年次）の借家世帯の世帯人員・収入別世帯数を算出する。 

 

 目標年次における住宅所有関係・世帯人員・年間収入階級別世帯数の推計 

目標年次における借家世帯の世帯人員・収入分位五分位階級別世帯数の推計 

【ステップ 2】公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅の施策対象世帯数」の推計 

公営住宅の施策対象世帯数を推計する。 

 
目標年次における収入分位五分位階級別の基準年収（政令月収）以下の世帯の割合 

目標年次における収入分位 25％以下の世帯数
（借家の世帯人員・収入分位五分位階級別） 

目標年次における収入分位 25％～40％
（50％）以下の世帯数（借家の世帯人員・収入
分位五分位階級別） 

目標年次における公営住宅の施策対象世帯数 

【ステップ 3】公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」を推計する。 

 
目標年次における民間賃貸住宅の１㎡あたりの家賃単価 

目標年次における適正な家賃負担限度率の範囲で最低居住面積水準の民間賃貸住宅に居住するために必要な年収 

必要年収未満の世帯数の割合 

公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」 

＜ストック推計の流れ＞ 
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（１）公営住宅等による要支援世帯数の推計結果 

① 「公営住宅の入居資格世帯数」及び「著しい困窮年収未満の世帯数」 

 

図－「公営住宅の入居資格世帯数」及び「著しい困窮年収未満の世帯数」 

 
 

（２）計画目標年次における要支援世帯数等 

前項の推計結果を基に本計画の目標年次である令和 14(2032)年度末時点での要支援世帯数

等を試算します。なお、公営住宅等による要支援世帯数では、香川県で設定された要支援世

帯の算入率を用います。 
 

① 特定のニーズを有する要支援世帯数 

 
表－計画期間中の要支援世帯数変化 

 令和 4年度末 

(2022) 

令和 14 年度末 

(2032) 
減少世帯数 減少率 

Ａ．著しい困窮年収水準未満であり、 

  かつ、最低居住面積水準未満である世帯数 
82 76  △ 6 -7.32% 

Ｂ．著しい困窮年収水準未満であり、 

  かつ、最低居住面積水準以上である世帯のうち、 

  高家賃負担率以上である世帯数 
211 192  △ 19 -9.00% 

Ｃ．著しい困窮年収水準以上であり、 

  かつ、最低居住面積水準未満である世帯数 
85 77  △ 8 -9.41% 

Ｄ．著しい困窮年収水準以上であり、 

  かつ、最低居住面積水準以上である世帯のうち、 

  高家賃負担率以上である世帯数 

108 90  △ 18 -16.67% 

 
図－計画目標年（令和 14(2032)年度末）時点での特定ニーズを有する要支援世帯の内訳 

 

 最低居住面積水準未満 
最低居住面積水準以上 
かつ高家賃負担率以上 

 

著しい困窮年収以上 Ｃ 77 世帯 100％ Ｄ 45 世帯※ 50％ 
公営住宅施策対象世帯 

 

収入分位下位世帯 

 本来階層：25％以下 

 裁量階層：25％～40％以下 

著しい困窮年収未満 Ａ 76 世帯 100％ Ｂ 192 世帯 100％ 

特定のニーズを有する要支援世帯

（公営住宅等による要支援世帯） 
390 世帯 

 
※ Ｄ階層の要支援世帯数は香川県の算入率 50％を用いている（90世帯×50％＝45 世帯）  

2,081 
1,940 

1,812 
1,658 

1,502 

941 897 845 778 
709 
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４．計画期間における目標管理戸数 

（１）目標管理戸数の設定 

前項までの公営住宅等による要支援世帯数の算出結果を踏まえ、計画目標年（令和

14(2032)年度末）時点の公営住宅等の目標管理戸数を以下のとおりとします。 
 

 

公営住宅等の目標管理戸数：５７６戸 

（現公営住宅等の管理戸数の２７５戸減） 

 

 
表 公営住宅等の目標管理戸数 

①特定のニーズを有する要支援世帯（Ａ～Ｄ） 390 世帯 

②県営住宅（98 戸）を除外 △98 戸 

③市営住宅必要戸数（①－②） 292 戸 

④公営（市営）住宅 292 戸 

⑤改良住宅 284 戸 

⑥公営住宅等の目標管理戸数（④＋⑤） 576 戸 

 

 
（参考）令和 4(2022)年 3月 31 日時点の公営住宅等の状況 

区 分 管理戸数 入居戸数 

公営（市営）住宅 553 戸 304 戸 

市単独住宅 14 戸 1 戸 

改良住宅 284 戸 155 戸 

計 851 戸 460 戸 

 

 

将来の公営住宅等の目標管理戸数は、市域全体で特定のニーズを有する要支援世帯に対し

て公営住宅を供給するものとし、市内にある県営住宅（98 戸）を差引いた 292 戸に改良住宅

分を加えた 576 戸とします。 
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３章 長寿命化に関する基本方針 

１．公営住宅等ストックに関する課題 

（１）公営住宅等を取り巻く社会的な背景 

① 人口世帯減少社会に対応した住宅施策 

人口世帯減少社会が到来しつつある中、本市での人口世帯数の減少は顕著であり、今後

も減少が予見され、将来的な市の活力への影響が懸念されています。 
 

② 高齢化に対応した住宅施策 

少子高齢化の進行は、今後も進むものと予測されており、高齢単身世帯や高齢夫婦世帯

など高齢者のみの世帯の割合は増加し、特に持家に居住する高齢者世帯は多くなってきて

います。このことから、自立生活を支援する高齢者向け住宅等の普及や住宅の高齢化対応

などとともに、福祉施策と連携した住宅施策が必要です。 
 

③ 老朽化住宅の改善と住環境の向上 

本市では、建設時期の古い木造住宅等が多く、これら昭和 40 年代以前に供給されたス

トックは更新の時期を迎え、早期の建替えのほか、計画的な修繕や改善による質的向上と

共に、長寿命化を図る効率的かつ効果的な事業計画が求められています。 
十分な安全性や居住性を備えた長期活用を図るべきストックについては、予防保全の観

点から中長期的な管理計画に基づいた維持保全のための計画的な修繕等が必要です。 
 

（２）公営住宅等に関する課題 

① 早急な老朽化対策が必要 

令和 4(2022)年 3 月末時点で、約 46％の住宅が法定耐用年数を過ぎています。これらの

耐用年数を経過した古い住宅のほとんどは木造平屋建てか簡易耐火構造平屋建ての住宅で

あり、これらの老朽化した住宅の計画的な更新や改善等が必要です。 
 

② 予防保全的な適正修繕・管理 

耐用年数を経過してはいないが、築年が古く外壁や設備面の改修時期を迎えている住宅

も多くあり、これらの住宅では今後大規模な改修等が必要になると推測されています。劣

化診断調査でも改善の必要性が確認されている住棟もあり、長期的に住宅ストックを運営

管理していくために、予防保全の観点から定期的な修繕や改善を実施することが必要で

す。 
 

③ 高齢者仕様に対応した住戸整備が必要 

公営住宅等への入居者の高齢化率は依然高く、高齢者のいる世帯は 6 割を超えていま

す。これに対し、高齢者仕様に対応した住戸はほとんど整備されておらず、今後、高齢者

仕様に対応した住宅の供給が必要です。 
 

④ 多様な入居世帯に対応できる住戸の供給と適正な運営が必要 

建設年の古い団地では、一般に住戸面積が狭く、住生活ニーズや様々な世帯構成への対

応が十分でないことから、これらに対応した住戸の供給が必要です。 
また、長期にわたり入居している世帯も多く、中には収入超過世帯もあることから、適

正な運営を図ることが必要です。 
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２．公営住宅等ストックに関する方針 

（１）公営住宅等の役割 

① 住宅に困窮する世帯への住まいの提供 

〇公営住宅法の目的を踏まえ、住宅に困窮する世帯に一定の水準の質が確保できた住ま

いを提供します。 

 

 

② 多様なニーズへの対応 

〇公営住宅等は、バリアフリー化やライフスタイルにあった多様な住宅ニーズに対応し

た住宅を供給します。 

 

 

③ 地域への貢献 

〇公営住宅等の住環境整備による地域への貢献や、地域の福祉施設との連携による地域

コミュニティや高齢化対策を支援するなど、地域の活力の向上を推進します。 
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（２）総合的なストック活用の方針 

① 老朽化住戸の早期かつ計画的な改善 

〇本市の公営住宅等ストックの多くが老朽化していることから、適切な居住水準と住宅

性能水準を確保するために、特に、狭あいな住宅がある団地の早期建替等による改善

を推進し、良質なストックの形成を図ります。 

〇建替を実施するにあたっては、周辺団地との統廃合による効率的な団地整備を目指す

とともに、地域の実情や居住者ニーズに配慮します。 

 

 

② 高齢者等に配慮した住宅・住環境づくり 

〇高齢者世帯や障がい者世帯等の入居にも配慮して、団地内や住戸内のバリアフリー

化、入居者ニーズに対応した住戸規模や設備を兼ね備えた住宅供給に取り組みます。

特に、建替に併せた高齢者等対応住戸の整備を重点的に行うとともに、高齢者等に配

慮した住宅・住環境の確保に努めます。 
 

 

③ 需要に即した供給と入居の適正化 

〇本市においては人口の大幅な減少に伴う公営住宅への需要に対し、真に住宅に困窮す

る低所得者向けとして、地域別のバランスや立地条件に配慮しつつ、的確な供給と適

正な入居を推進します。 

 

 

④ 地域社会に貢献する住宅・住環境づくり 

〇少子高齢化への対応や環境への配慮など社会的・時代的なニーズに応じた住環境の供

給と整備を行うため、福祉分野等との複合的な施策や事業の展開のほか、民間事業者

等との連携等により、これを推進します。 

 

 

⑤ ストックの長寿命化 

〇既存ストックを長期的に活用していくために適切かつ有効な手法を選択し、計画的な

修繕や改善を推進します。 
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（３）ストックの状態把握及び日常的な維持管理の方針 

住宅ストックを適切かつ有効に活用するために、住宅ストックの状況を的確に把握しつ

つ、定期的・計画的な修繕が重要であり、予防保全的な観点から、必要な調査や経常的な点

検などにおいて、以下の項目を基に実施していくこととします。 
 

① ストックの住棟単位のデータベース化 

●管理している公営住宅等の整備や管理に関するデータを住棟単位で整理し、劣化調査

等の実施結果なども踏まえてデータベース化を行います。 

 

② 予防保全的な維持管理 

●公営住宅等の日常点検・定期点検を計画し、予防保全的な維持管理を実施します。 

 

 

③ 修繕履歴の活用 

●上記データベースにおいて、住棟単位での修繕履歴データの整理を行い、履歴を確認

するとともに、修繕等の発生原因の検証等に役立てます。 

 

 

 

（４）長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

住宅ストックの長寿命化を図るとともに、ライフサイクルコストの縮減により、効率的な

ストックの維持管理を行うために、以下の項目を実施していくこととします。 
 

① 長寿命化を図る 

●これまでの維持管理を見直し、定期的な点検や劣化等の調査を行うなど、予防保全的

な維持管理や耐久性の向上を図る改善を実施し、公営住宅等の長寿命化を図ります。 

 

 

② ライフサイクルコストの縮減 

●必要な修繕や改善の複合的な実施に合わせ、建物仕様の品質向上（アップグレード）

等による耐久性の向上、予防保全的な維持管理の実践による修繕周期の延長などによ

ってライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

 

③ 定期点検の充実 

●修繕標準周期に先立って定期点検や重点的な調査を充実し、建物の老朽化や劣化によ

る事故等を未然に防ぐとともに、修繕や改善の効率的な実施につなげます。 
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４章 長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

１．対象となる公営住宅等 

長寿命化計画に位置付ける対象住宅は以下のとおりです。 
 

表－公営住宅等一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（続く） 

 

通し
番号

団地
番号

種別 団地名
建物
番号

棟番号 総棟数 棟数
総戸数
(戸)

戸数
(戸)

構造 階数
建設
年度

経過
状況

（年）
1 1 公営住宅 横津団地 201 1 1 1 1 木平 1 Ｓ26 71
2 2 公営住宅 宮下団地 301 8 5 13 5 木平 1 Ｓ29 68
3 302 2 2 木平 1 Ｓ30 67
4 303 1 6 簡平 1 Ｓ32 65
5 3 公営住宅 林田団地 401 9 2 9 2 木平 1 Ｓ30 67
6 402 4 4 木平 1 Ｓ31 66
7 404 3 3 木平 1 Ｓ32 65
8 4 公営住宅 常盤団地(新) 701 A棟 2 1 43 16 耐火 4 Ｈ3 31
9 702 7 耐火 4 Ｈ3 31
10 703 B棟 1 8 耐火 4 Ｈ5 29
11 704 12 耐火 4 Ｈ5 29
12 5 公営住宅 与島団地 801 2 2 3 3 木平 1 Ｓ30 67
13 6 公営住宅 池園団地 901 5 2 11 2 木平 1 Ｓ31 66
14 902 2 8 簡平 1 Ｓ30 67
15 903 1 1 木平 1 Ｓ32 65
16 7 公営住宅 府中団地 1002 7 1 13 2 木平 1 Ｓ32 65
17 1004 6 11 木平 1 Ｓ39 58
18 8 公営住宅 御供所北団地 1101 5 3 11 3 木平 1 Ｓ33 64
19 1102 2 8 簡平 1 Ｓ33 64
20 9 公営住宅 内浜団地 1201 48 12 52 12 木平 1 Ｓ33 64
21 1202 8 8 木平 1 Ｓ33 64
22 1203 13 16 木平 1 Ｓ34 63
23 1204 5 5 木平 1 Ｓ36 61
24 1205 9 9 木平 1 Ｓ36 61
25 1206 1 2 木平 1 Ｓ37 60
26 10 公営住宅 春日団地 1301 6 4 8 5 木平 1 Ｓ39 58
27 1302 2 3 木平 1 Ｓ39 58
28 11 公営住宅 小山団地 1401 20 11 35 20 木平 1 Ｓ39 58
29 1402 4 6 木平 1 Ｓ41 56
30 1403 1 4 簡平 1 Ｓ41 56
31 1404 4 5 木平 1 Ｓ42 55
32 12 公営住宅 福江団地 1501 3 3 6 6 木平 1 Ｓ41 56
33 13 公営住宅 八十場南団地 1601 29 6 52 10 木平 1 Ｓ41 56
34 1602 5 8 木平 1 Ｓ41 56
35 1603 8 13 木平 1 Ｓ42 55
36 1604 9 14 木平 1 Ｓ43 54
37 1605 1 7 簡二 2 Ｓ48 49
38 14 公営住宅 牛の子団地 1701 18 3 75 5 木平 1 Ｓ43 54
39 1702 2 3 木平 1 Ｓ43 54
40 1703 3 8 簡平 1 Ｓ44 53
41 1704 5 21 簡平 1 Ｓ44 53
42 1705 1 10 簡二 2 Ｓ45 52
43 1706 1 10 簡二 2 Ｓ45 52
44 1707 1 10 簡二 2 Ｓ46 51
45 1708 2 8 簡二 2 Ｓ48 49
46 15 公営住宅 八十場西団地 1801 9 2 47 10 簡二 2 Ｓ51 46
47 1802 1 4 簡二 2 Ｓ51 46
48 1803 2 10 簡二 2 Ｓ51 46
49 1804 2 12 簡二 2 Ｓ52 45
50 1805 2 11 簡二 2 Ｓ53 44
51 16 公営住宅 西庄(野田)団地 1901 5 5 10 10 簡二 2 Ｓ53 44
52 17 公営住宅 八十場中団地 2001 5 3 25 15 簡二 2 Ｓ54 43
53 2002 2 10 簡二 2 Ｓ55 42
54 18 公営住宅 緑町団地 2101 6 3 12 6 簡二 2 Ｓ60 37
55 2102 3 6 簡二 2 Ｓ60 37
56 19 公営住宅 御供所団地 2201 3 2 6 4 簡二 2 Ｓ60 37
57 2202 1 2 簡二 2 Ｓ60 37
58 20 公営住宅 西庄北団地 2301 12 1 24 2 簡二 2 Ｓ61 36
59 2302 2 4 簡二 2 Ｓ61 36
60 2303 3 6 簡二 2 Ｓ61 36
61 2304 1 2 簡二 2 Ｓ62 35
62 2305 1 2 簡二 2 Ｓ62 35
63 2306 2 4 簡二 2 Ｓ62 35
64 2307 2 4 簡二 2 Ｓ62 35
65 21 公営住宅 昭和団地 2401 8 2 16 4 簡二 2 Ｓ62 35
66 2402 2 4 簡二 2 Ｓ62 35
67 2403 4 8 簡二 2 Ｓ62 35
68 22 公営住宅 新林田団地 2501 A棟 5 1 48 18 耐火 3 Ｓ63 34
69 2502 B棟 1 6 耐火 3 Ｈ1 33
70 2503 C棟 1 6 耐火 3 Ｈ1 33
71 2504 D棟 1 6 耐火 3 Ｈ4 30
72 2505 E棟 1 3 耐火 3 Ｈ7 27
73 2506 E棟 6 耐火 3 Ｈ7 27
74 2507 E棟 3 耐火 3 Ｈ7 27
75 23 公営住宅 西庄東団地 2601 4 4 8 8 耐火 2 Ｈ2 32
76 24 公営住宅 北新団地 2702 5 5 25 25 木平 1 Ｓ22 75
77 25 市単独住宅 八十場東団地 2801 2 1 14 7 簡平 1 Ｓ39 58
78 2802 1 7 簡平 1 Ｓ39 58
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通し
番号

団地
番号

種別 団地名
建物
番号

棟番号 総棟数 棟数
総戸数
(戸)

戸数
(戸)

構造 階数
建設
年度

経過
状況

（年）
79 26 改良住宅 京町団地(S40～49) 3003 1号棟 16 1 108 4 耐火 4 Ｓ40 57
80 3004 4 耐火 4 Ｓ40 57
81 3002 2号棟 2 耐火 2 Ｓ40 57
82 3003 2 耐火 2 Ｓ40 57
83 3002 3号棟 1 2 耐火 2 Ｓ40 57
84 3003 2 耐火 2 Ｓ40 57
85 3003 4号棟 4 耐火 3 Ｓ40 57
86 3004 2 耐火 3 Ｓ40 57
87 3002 7号棟 1 2 耐火 2 Ｓ40 57
88 3003 2 耐火 2 Ｓ40 57
89 3003 8号棟 1 4 耐火 4 Ｓ40 57
90 3004 4 耐火 4 Ｓ40 57
91 3003 9号棟 4 耐火 3 Ｓ40 57
92 3004 2 耐火 3 Ｓ40 57
93 3001 10号棟 2 耐火 1 Ｓ40 57
94 3005 12号棟 1 4 耐火 3 Ｓ41 56
95 3006 2 耐火 3 Ｓ41 56
96 3005 13号棟 4 耐火 4 Ｓ41 56
97 3006 4 耐火 4 Ｓ41 56
98 3007 11号棟 1 2 耐火 1 Ｓ43 54
99 3009 5号棟 1 4 耐火 3 Ｓ45 52
100 3010 2 耐火 3 Ｓ45 52
101 3009 6号棟 4 耐火 4 Ｓ45 52
102 3010 4 耐火 4 Ｓ45 52
103 3008 14号棟 1 1 耐火 2 Ｓ45 52
104 3009 1 耐火 2 Ｓ45 52
105 3011 1 耐火 2 Ｓ46 51
106 3012 1 耐火 2 Ｓ46 51
107 3011 15号棟 1 2 耐火 2 Ｓ46 51
108 3012 2 耐火 2 Ｓ46 51
109 3012 16号棟 4 耐火 3 Ｓ46 51
110 3013 2 耐火 3 Ｓ46 51
111 3014 19号棟 1 2 耐火 1 Ｓ47 50
112 3016 2 耐火 1 Ｓ47 50
113 3015 20号棟 1 2 耐火 1 Ｓ47 50
114 3017 2 耐火 1 Ｓ47 50
115 3015 21号棟 1 2 耐火 1 Ｓ47 50
116 3017 2 耐火 1 Ｓ47 50
117 3017 22号棟 1 1 耐火 1 Ｓ47 50
118 3018 2 耐火 1 Ｓ48 49
119 3019 1 耐火 1 Ｓ48 49
120 3020 23号棟 1 1 耐火 1 Ｓ48 49
121 3020 24号棟 1 1 耐火 1 Ｓ48 49
122 3021 17号棟 1 2 耐火 1 Ｓ49 48
123 3021 18号棟 2 耐火 1 Ｓ49 48
124 改良住宅 京町団地(S60) 3022 25号棟 2 1 34 2 耐火 1 Ｓ60 37
125 3022 26号棟 4 耐火 2 Ｓ60 37
126 3022 27号棟 4 耐火 2 Ｓ60 37
127 3022 28号棟 6 耐火 3 Ｓ60 37
128 3022 29号棟 4 耐火 2 Ｓ60 37
129 3022 30号棟 1 6 耐火 3 Ｓ60 37
130 3022 31号棟 4 耐火 2 Ｓ60 37
131 3022 32号棟 4 耐火 2 Ｓ60 37
132 27-1 改良住宅 西庄団地 3101 2 1 24 12 耐火 4 Ｓ45 52
133 3102 1 12 耐火 4 Ｓ47 50
134 3103 30 4 62 9 簡二 2 Ｓ50 47
135 3104 1 3 簡二 2 Ｓ51 46
136 3105 2 4 簡二 2 Ｓ51 46
137 3106 3 6 簡二 2 Ｓ52 45
138 3107 4 7 簡二 2 Ｓ52 45
139 3108 1 3 簡二 2 Ｓ53 44
140 3109 1 2 簡二 2 Ｓ54 43
141 3110 3 6 簡二 2 Ｓ57 40
142 3111 1 2 簡二 2 Ｓ58 39
143 3112 2 4 簡二 2 Ｓ58 39
144 3113 7 14 簡二 2 Ｓ59 38
145 3114 1 2 簡二 2 Ｓ60 37
146 27-2 改良住宅 西庄(野田)団地 3112 6 6 12 12 簡二 2 Ｓ58 39
147 28 改良住宅 川津団地 3201 22 6 44 11 簡二 2 Ｓ53 44
148 3202 1 簡二 2 Ｓ53 44
149 3203 9 17 簡二 2 Ｓ54 43
150 3204 1 簡二 2 Ｓ54 43
151 3205 7 14 簡二 2 Ｓ55 42

851 戸合　計
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２．事業手法の選定 

（１）事業手法の基本的な考え方 

① 事業手法 

本計画で用いる活用手法は、建替、用途廃止、改善、維持管理とし、基本的な考え方は以

下のとおりです。 
 

表－事業手法の設定 

団地種別 改善不要 改善が必要 
優先的な対応が必要 

改善可能 改善不可能 

継続管理する

団地 
維持管理 

改善し 

維持管理 
全面的改善 建替 

改善し 

維持管理 
優先的な建替 

当面管理する

団地 

(建替を前提

としない) 

当面維持

管理 

改善し 

当面維持管理 
用途廃止 

改善し 

当面維持管理 

優先的な 

用途廃止 

 
 
１）維持管理関連 

ア．維持管理 

〇継続管理する団地で、改善が不要な住宅。以下の方法により適切な維持・保全を行

う。 

・維持保守点検 

・経常修繕（経常的に必要となる小規模な修繕） 

・計画修繕（修繕周期に基づくなど、計画的に実施すべき修繕） 

・空家修繕 等 

 

イ．当面維持管理 

〇当面管理する団地で、今計画期間内は適正な管理保全のための最低限の修繕等を行う

住宅。 

〇次期計画において、用途廃止・建替等の検討を行う。 

 
 
２）改善関連 

ア．改善し維持管理 

〇継続管理する団地で、住宅の質の向上のための改善・改修を個別に行い、適切な維

持・保全を行う住宅。 

〇住棟の一部分や既存の間仕切り等をできる限り活かして改善を行う。 

 

イ．改善し当面維持管理 

〇当面管理する団地で、改善・改修を個別に行い、今計画期間内は適切な維持・保全を行う

住宅。 

 

ウ．全面的改善 

〇躯体を残して全面的に改善を行う住宅。耐震改修や規模増改善など構造躯体に係る大

規模な改修に加え、以下の改善内容を含む。 

・住戸改善（居住性確保型、福祉対応型） 

・共用部分改善（福祉対応型、安全性確保型） 

・屋外外構改善（福祉対応型） 
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表－改善事業のメニュー項目（住戸改善、共用部分改善、屋外外構改善） 

 居住性確保型 福祉対応型 安全性確保型 長寿命化型 脱炭素社会対応型 

住戸
改善 

・間取りの改修 
・給湯設備の設置 
・電気容量のｱｯﾌﾟ 

・外壁、最上階の
天井等の断熱 

・開口部のｱﾙﾐｻｯｼ

化 
・その他 
 

・住戸内部の段差解
消 

・浴室、便所等への

手摺の設置 
・浴槽、便器の高齢
者 

対応 
・高齢者対応建具 
・流し台、洗面所更

新 
・その他 

・台所壁の不燃化 
・避難経路の確保 
・住宅用防災警報器等

の設置 
・ｱｽﾍﾞｽﾄの除去等 
・ﾋﾟｯｷﾝｸﾞが困難な構

造の玄関錠の錠、補
助錠設置、破壊が困
難なガラスへの取

替、防犯上有効な箇
所への面格子等の防
犯建物部品の設置 

・その他 

・浴室の防水性向上に
資する工事 

・内壁の断熱性向上、

耐久性向上に資する
工事 

・配管の耐久性向上に

資する工事 
・その他 

・外壁の外断熱改修 
・開口部のｱﾙﾐ樹脂複
合ｻｯｼ化及びﾍﾟｱｶﾞﾗｽ

化 
・省エネ性能の高い設
備機器への交換 

 

共用
部分 
改善 

・給水方式の変更 

・断熱化対応 
・共視聴ｱﾝﾃﾅ設備

設置 

・光ﾌｧｲﾊﾞｰ等情報
通信への対応 

・その他 

・廊下、階段の手摺

設置 
・中層ＥＶの設置、
機能向上 

・段差の解消 
・視覚障害者誘導用
ﾌﾞﾛｯｸ等の設置 

・その他 

・耐震改修 

・外壁落下防止改修 
・防火区画 
・避難設備の設置 

・ｱｽﾍﾞｽﾄの除去等 
・EV かご内の防犯カメ

ラの設置 

・地震時間制運転装置
等の設置 

・その他 

・躯体、屋上、外壁、

配管の耐久性向上 
・避難施設の耐久性向
上 

・その他 

・太陽光発電設備の設

置 
・太陽熱温水器の設置 

屋外
外構 
改善 

・雨水貯留施設の
設置 

・集会所の整備、

増改築 
・児童遊園の整備 
・排水処理施設の

整備 
・その他 

・屋外階段の手摺設
置 

・屋外通路等の幅員

確保 
・ｽﾛｰﾌﾟの設置 
・電線の地中化 

・その他 

・屋外消火栓設置 
・避難経路となる屋外

通路等の整備 

・屋外通路等の照明設
備の照度確保 

・ガス管の耐震性、耐

食性向上 
・防犯上有効な塀、柵
垣、植栽の設置 

・その他 

・配管の耐久性、耐食
性向上に資する工事 

・その他 

 

 

 

３）建替関連 

ア．優先的な建替 

〇継続管理する団地で、優先的に現存する住棟及び共同施設を除去し、その敷地の全部

または一部の区域に新たに住宅を建設する。 

 

イ．建替 

〇継続管理する団地で、今計画期間中に現存する住棟及び共同施設を除去し、その敷地

の全部または一部の区域に新たに住宅を建設、または、他団地への統合もしくは非現

地で建替を行う。 

 

４）用途廃止関連 

ア．優先的な用途廃止 

〇耐用年数が経過し、将来にわたり団地を継続管理することが不適当と判断され、優先

的に住宅と共同施設等を用途廃止し、近隣団地等へ移転・統合する住宅（非現地建替

を含む）。 

 

イ．用途廃止 

〇耐用年数が経過し、将来にわたり団地を継続管理することが不適当と判断され、今計

画期間中に住宅と共同施設の用途廃止手続きに着手し、近隣団地等へ移転・統合する

住宅。 
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② 標準管理期間 

各事業については、事業実施後、以下の期間を管理することを標準とします。 
 

 

表－事業別標準管理期間 

 

事業手法 標準管理期間 

建替 

耐火構造 70 年 

簡易耐火構造（簡二） 45 年 

木造、簡平 30 年 

全面的改善 概ね 30年以上 

個別改善 概ね 10年以上 
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（２）事業手法の選定フロー 

各団地・住棟の事業手法の選定は、事業手法の基本的な考え方を踏まえ、以下の選定フ

ローに従って行います。 
図－事業手法の選定フロー 

  

②-2
②-1

②-2 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性

② １次判定：団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法の仮設定

②-1 団地敷地の現在の立地環境等の

社会的特性を踏まえた管理方針

③ ２次判定：１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟の事業手法の仮設定

③-1 LCC比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業
手法の仮設定

③-2 将来のストック量 を踏まえた事業手法の仮設定

・将来のストック量推計を踏まえ、「継続管理する団地」又は
「当面管理する団地（建替を前提としない）」の判定を行い、
事業手法を仮設定する。新規整備の検討も行う。

【Ａグループ】 【Ｂグループ】

・改善事業と建替事業のLCC比較や、計画期間内の建替事業量
の試算を踏まえ、改善か建替かを仮設定する。

改善不要 改善必要
優先的な対応が必要

（改善可能）
優先的な対応が必要
（改善不可能）

改善不要 改善必要
優先的な対応が必要
（改善不可能）

優先的な対応が必要
（改善可能）

優先的な改善、
又は優先的な建替

継続管理する団地 改善、又は建替 優先的な建替維持管理

ⅰ）需要
ⅱ）効率性
ⅲ）立地

ⅰ～ⅲ）
全てが活用
に適する 左記以外

躯体・避難の
安全性に係る改善

の可能性

居住性に係る
改善の必要性

必要不要

不要 必要 可能 不可能

居住性に係る
評価項目の決定

優先的な建替え、
又は

優先的な用途廃止

改善、建替え、
又は用途廃止

優先的な改善、
優先的な建替え、又は
優先的な用途廃止

継続管理について
判断を留保する団地

維持管理、
又は用途廃止

①公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計【中長期】

維持管理 改要 建替 優先的な建替
優先的な
改善

優先的な
建替

継続管理する団地

当面
維持
管理

用途
廃止

改善し
当面維持
管理

用途
廃止

優先的に
改善し当面
維持管理

優先的な
用途廃止

優先的な用途廃止当面管理する団地
（建替を前提としない）

新規
整備

③-2
③-1

事業実施次期の決定 及び 年度別事業費の試算

④-3 長期的な管理の見通しの作成【30年程度】
全団地・住棟の供用期間、事業実施時期等を示した概ね30年程度の長期的な管理の見通しを作成する。

④-4 計画期間における事業手法の決定
・長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（10年以上）内における最終的な事業手法を決定する。
・改善を実施する住棟は、住棟の物理的特性等を踏まえ、全面的改善か個別改善かを決定する。
・計画期間内の事業予定を、公営住宅等ストックの事業手法別戸数表及び様式１～３として整理する。

④ ３次判定：計画期間における事業手法の決定

④-1 集約・再編等の可能性を踏まえた団
地・住棟の事業手法の再判定

④-2 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性

・集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異
なる事業手法に判定された住棟が混在する団地
等は、効率的な事業実施のため、必要に応じて
建替や改善等の事業市央を再判定する。

・あわせて、効率的な事業実施や地域ニーズへの
対応等の観点から総合的な検討を行う。

■ 事業費の試算
・中長期的な期間（30年程度）のうちに想定される新規整備、改善、建替等

に係る年度別事業費を試算する。

問題なし

■ 事業実施次期の調整
・事業費が時期的に偏在する等、試算結果に問題がある場合は、事
業実施次期を調整して改めて試算し、問題がないか確認を行う。

問題あり

躯体・避難の
安全性に係る改善

の必要性
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（３）１次判定 

１次判定では、団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業

手法の仮設定を行います。検討は以下の２段階によるものです。 
 

① 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

〇現在の団地のⅰ)需要、ⅱ)効率性、ⅲ)立地について評価し、すべての評価項目が活

用に適する団地を「継続管理する団地」とする。 

〇いずれかの条件が適さない団地は「継続管理について判断を留保する団地」とす

る。 

〇「継続管理について判断を留保する団地」は、２次判定において、継続管理するか

再評価する。 

 

図－団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針の判定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表－判定基準 

ⅰ）需要 応募倍率（団地別）、入居率（住棟別） 

ⅱ）効率性 
敷地面積（団別）、敷地条件（団地別）、用途地域（団地別）、 

立地適正化（団地別） 

ⅲ）立地 

利便性（駅・バス停、生活利便施設）、 

地域バランス（地域別需要に対する管理戸数の調整）、 

災害（災害危険区域の除外） 

  

ⅰ）需要
ⅱ）効率性
ⅲ）立地

継続管理する団地
継続管理について
判断を留保する団地

ⅰ～ⅲ
全てが活用に
適する 左記以外
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② 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

〇住棟の物理的特性の評価として、住棟の改善の必要性や可能性を判定する。 

〇住棟の改善の必要性・可能性として、「改善不要」、「改善が必要」、「優先的な

対応が必要（改善可能）」、「優先的な対応が必要（改善不可能）」の４区分に分

類する。 

 
図－住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性判定のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表－判定基準 

◆躯体・避難の安全性に係る改善の必要性 

躯体の安全性による判定 新耐震基準（昭和 56(1981)年 6 月以降）、耐震診断実施、構造形式 

避難の安全性による判定 防火区画、二方向避難 

 

◆躯体・避難の安全性に係る改善の可能性 

判定項目は「躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」と同様に「躯体の安全性による判定」と

「避難の安全性による判定」により、改善の必要性があるもので改善が「可能」なものと「不可

能」なものに振分ける。 

 

◆居住性に係る改善の必要性 

住戸面積 最低居住面積水準（３人）の確保 

省エネルギー性 省エネルギー基準への適合 

バリアフリー性 住戸内部の高齢者対応、共用部分の高齢者対応 

住戸内設備状況 浴室の有無、給湯設備、便所の水洗化 

 

◆長寿命化に係る改善の必要性 

長寿命化改善 外壁、屋上防水、設備関係 

  

躯体・避難の
安全性に係る
改善の必要性

居住性に係る
改善の必要性

躯体・避難の
安全性に係る
改善の可能性

不要 必要

居住性に係る
評価項目の決定

改善不要 改善が必要
優先的な対応が必要

（改善可能）
優先的な対応が必要
（改善不可能）

不要 必要 可能 不可能
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③ １次判定の結果 

“団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針”と“住棟の現在の物理的

特性による改善の必要性・可能性”の判定から、下表の太枠内の結果を導きます。 
 

 図－１次判定結果の整理区分 

 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

継続管理する団地 維持管理 改善、又は建替 
優先的な改善、 

又は優先的な建替 
優先的な建替 

継続管理について 

判断を保留する団地 

維持管理、 

又は用途廃止 

改善、建替、 

又は用途廃止 

優先的な改善、 

優先的な建替、又は 

優先的な用途廃止 

優先的な建替、又は 

優先的な用途廃止 

 

 

 

 

 

 

図－１次判定結果のまとめ 

 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

継続管理する団地 

維持管理 改善、又は建替 
優先的な改善、 

又は優先的な建替 
優先的な建替 

0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 

－ － － － 

継続管理について 

判断を保留する団地 

維持管理、 

又は用途廃止 

改善、建替、 

又は用途廃止 

優先的な改善、 

優先的な建替、又は 

優先的な用途廃止 

優先的な建替、又は 

優先的な用途廃止 

0 戸 231 戸 132 戸 488 戸 

－ 

・常盤団地(新) 

・緑町団地 

・御供所団地 

・西庄北団地 

・昭和団地 

・新林田団地 

・西庄東団地 

・京町団地(S60)(改良) 

・西庄団地(新耐震簡

二)(改良) 

・西庄(野田)団地(改良) 

・京町団地(S40～49)(改

良) 

・西庄団地(中耐)(改良) 

・横津団地 

・宮下団地 

・林田団地 

・与島団地 

・池園団地 

・府中団地 

・御供所北団地 

・内浜団地 

・春日団地 

・小山団地 

・福江団地 

・八十場南団地 

・牛の子団地 

・八十場西団地 

・西庄(野田)団地 

・八十場中団地 

・北新団地 

・八十場東団地(市) 

・西庄団地(旧耐震簡

ﾆ)(改良) 

・川津団地(改良) 

 

２次判定 
Ａグループ 

２次判定 
Ｂグループ 
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（４）２次判定 

２次判定では、１次判定の結果より、事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟（Ａグ

ループ、Ｂグループ）を対象として、次の２段階の検討から事業手法を仮設定します。 
 

① Ａグループ：LCC 比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 

〇１次判定において、Ａグループ（継続管理する団地のうち、改善か建替かの判断を留

保する団地・住棟）と判定した団地・住棟について、改善事業を実施する場合と建替

事業を実施する場合のライフサイクルコスト（ＬＣＣ）比較や、計画期間内での建替

事業量試算により、事業手法「改善」または「建替」を仮設定する。 

 

 

 

 

② Ｂグループ：将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 

〇１次判定において、Ｂグループ（継続管理について判断を留保する団地・住棟）の団

地を対象として、ストック推計を踏まえて将来的な活用の優先順位を検討し、将来に

わたって「継続管理する団地」とするのか、将来的には他団地との集約等により用途

廃止することを想定する「当面管理する団地（建替を前提としない）」とするのかの

判定を行う。さらに、事業手法を仮設定する。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

A 令和 14(2032)年度末の特定のニーズを有する要支援世帯※1 390 世帯 
B 県営住宅の管理戸数 98 戸 

C 市営住宅の管理戸数※2  553 戸 

D 令和 4(2022)年 3 月末時点の政策空家数 224 戸 

Ｅ 現在の市営住宅の過不足戸数※3(＝(Ｂ＋(Ｃ－Ｄ))－Ａ) 37 戸余剰 
 
※1：将来のストック量の推計結果に基づくＡ～Ｄ階層の要支援世帯 
※2：令和 4(2022)年 3月末時点での改良住宅を除く管理戸数 
※3：令和 4(2022)年 3月末時点での政策空家を除く市営住宅による過不足戸数 

 

１次判定結果では、Ａグループに該当する団地・住棟はない。 

ストック推計により、令和 14(2032)年度末の特定ニーズを有する要支援世帯

に対して、現在の市営住宅の管理戸数は政策空家を除き、37 戸余剰となる結果

が導き出された。令和 14(2032)年度末に特定のニーズを有する要支援世帯に対

応する目標管理戸数は、少なくとも 292 戸保有する必要があることを考慮し

て、B グループにおいては、「余剰」または「不足」の判定を行う。 
なお、改良住宅については、将来においても現在と同様の需要を想定する。 
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③ ２次判定結果 

“Ａグループ”と“Ｂグループ”の判定から、下表の太枠内の結果を導きます。 

 

 

 

 

 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

継続管理する団地 維持管理 改善 建替 
優先的な 

改善 

優先的な 

建替 

優先的な 

建替 

当面管理する団地 

(建替を前提としない) 

当面 

維持管理 

用途 

廃止 

改善し 

当面 

維持管理 

用途 

廃止 

優先的に 

改善し 

当面 

維持管理 

優先的な 

用途廃止 

優先的な 

用途廃止 

 
図－２次判定結果のまとめ 

 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

継続管理する団地 

維持管理 改善 建替 
優先的な 

改善 

優先的な 

建替 
優先的な建替 

0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 113 戸 

－ ― ― ― ― 

・西庄(野田)団地 

・八十場中団地 

・西庄団地(旧耐震簡二) 

・川津団地 

当面管理する団地 

(建替を前提としない) 

当面 

維持管理 

用途 

廃止 

改善し 

当面 

維持管理 

用途 

廃止 

優先的に 

改善し 

当面 

維持管理 

優先的な 

用途廃止 
優先的な用途廃止 

0 戸 0 戸 219 戸 12 戸 132 戸 0 戸 375 戸 

－ － 

・常盤団地(新) 

・緑町団地 

・御供所団地 

・西庄北団地 

・昭和団地 

・新林田団地 

・西庄東団地 

・京町団地

(S60) 

・西庄団地(新

耐震簡二) 

・西庄(野田)

団地(改

良) 

・京町団地

(S40～49) 

・西庄団地(中

耐) 

－ 

・横津団地 

・宮下団地 

・林田団地 

・与島団地 

・池園団地 

・府中団地 

・御供所北団地 

・内浜団地 

・春日団地 

・小山団地 

・福江団地 

・八十場南団地 

・牛の子団地 

・八十場西団地 

・北新団地 

・八十場東団地 

 

 

２次判定 
Ａグループ 

２次判定 
Ｂグループ 
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（５）３次判定 

三次判定では、１次・２次判定を踏まえ、下記の検討事項により、総合的な評価を行い、

計画期間における団地別・住棟別の事業手法を設定します。 
 

① 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

〇１～２次判定結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる事業

手法に判定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に応じて

建替や改善等の事業手法を再判定する。 

〇あわせて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等の観点から総合的な検討を行

う。 

 

② 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

〇中長期的な期間（30年程度）のうちに想定される新規整備事業、改善事業、建替事業

等に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てる。 

〇事業量及び事業費が時期的に偏在する等、試算結果に問題がある場合は、将来にわた

る事業実施が可能となるよう事業実施時期を調整して、改めて試算し問題がないか確

認を行う。 

〇これらの検討により、新規整備事業、改善事業、建替事業等の実施時期を決定すると

ともに、年度別事業費を試算する。 

 

③ 長期的な管理の見通しの作成【30 年程度】 

〇事業実施時期を基に、全団地・住棟の供用期間、事業実施時期の見通しを示した概ね

30 年程度の長期的な管理の見通しを作成する。 

 

 

④ ３次判定結果 

３次判定結果は次ページのとおりです。 
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■３次判定（１／４）

 団地単位での
効率的活用に関する検討

集約・再編等の
可能性に関する検討

地域ニーズへの対応等の
総合的な検討

1 横津団地 1 1 201 1 木平 Ｓ26 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

2 宮下団地 13 8 301 5 木平 Ｓ29 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

302 2 木平 Ｓ30 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

303 6 簡平 Ｓ32 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

3 林田団地 9 9 401 2 木平 Ｓ30 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

402 4 木平 Ｓ31 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

404 3 木平 Ｓ32 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

4 常盤団地(新) 43 2 701 16 耐火 Ｈ3 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 維持管理 ⇒ ⇒ － 個別改善 改善し当面維持管理

702 7 耐火 Ｈ3 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

703 8 耐火 Ｈ5 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

704 12 耐火 Ｈ5 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

5 与島団地 3 2 801 3 木平 Ｓ30 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

6 池園団地 11 5 901 2 木平 Ｓ31 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

902 8 簡平 Ｓ30 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

903 1 木平 Ｓ32 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

7 府中団地 13 7 1002 2 木平 Ｓ32 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

1004 11 木平 Ｓ39 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

8 御供所北団地 11 5 1101 3 木平 Ｓ33 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

1102 8 簡平 Ｓ33 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

9 内浜団地 52 48 1201 12 木平 Ｓ33 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

1202 8 木平 Ｓ33 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1203 16 木平 Ｓ34 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1204 5 木平 Ｓ36 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1205 9 木平 Ｓ36 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1206 2 木平 Ｓ37 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

10 春日団地 8 6 1301 5 木平 Ｓ39 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

1302 3 木平 Ｓ39 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

11 小山団地 35 20 1401 20 木平 Ｓ39 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

1402 6 木平 Ｓ41 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1403 4 簡平 Ｓ41 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1404 5 木平 Ｓ42 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

12 福江団地 6 3 1501 6 木平 Ｓ41 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

13 八十場南団地 52 29 1601 10 木平 Ｓ41 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

1602 8 木平 Ｓ41 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1603 13 木平 Ｓ42 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1604 14 木平 Ｓ43 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1605 7 簡二 Ｓ48 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

計画期間
令和14(2032)年時点
における事業手法

 集約・再編の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定

長期的な管理の見通し

１次判定結果 ２次次判定結果

３次判定

 事業実施時期の調整

番
号

住宅名
管理
戸数

（戸）

棟数
（棟）

棟
番
号

棟別
戸数

（戸）
構造

建築
年度



 

46 

 

 

■３次判定（２／４）

 団地単位での
効率的活用に関する検討

集約・再編等の
可能性に関する検討

地域ニーズへの対応等の
総合的な検討

14 牛の子団地 75 18 1701 5 木平 Ｓ43 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

1702 3 木平 Ｓ43 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1703 8 簡平 Ｓ44 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1704 21 簡平 Ｓ44 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1705 10 簡二 Ｓ45 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1706 10 簡二 Ｓ45 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1707 10 簡二 Ｓ46 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1708 8 簡二 Ｓ48 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

15 八十場西団地 47 9 1801 10 簡二 Ｓ51 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

1802 4 簡二 Ｓ51 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1803 10 簡二 Ｓ51 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1804 12 簡二 Ｓ52 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

1805 11 簡二 Ｓ53 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － － 〃

16 西庄(野田)団地 10 5 1901 10 簡二 Ｓ53 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 維持管理 ⇒ ⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

当面維持管理

17 八十場中団地 25 5 2001 15 簡二 Ｓ54 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 維持管理 ⇒ ⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

当面維持管理

2002 10 簡二 Ｓ55 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

18 緑町団地 12 6 2101 6 簡二 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 維持管理 ⇒ ⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

改善し当面維持管理

2102 6 簡二 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

19 御供所団地 6 3 2201 4 簡二 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 維持管理 ⇒ ⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

改善し当面維持管理

2202 2 簡二 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

20 西庄北団地 24 12 2301 2 簡二 Ｓ61 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 維持管理 ⇒ ⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

改善し当面維持管理

2302 4 簡二 Ｓ61 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2303 6 簡二 Ｓ61 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2304 2 簡二 Ｓ62 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2305 2 簡二 Ｓ62 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2306 4 簡二 Ｓ62 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2307 4 簡二 Ｓ62 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

21 昭和団地 16 8 2401 4 簡二 Ｓ62 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 維持管理 ⇒ ⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

改善し当面維持管理

2402 4 簡二 Ｓ62 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2403 8 簡二 Ｓ62 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

22 新林田団地 48 5 2501 18 耐火 Ｓ63 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 維持管理 ⇒ ⇒ － 個別改善 改善し当面維持管理

2502 6 耐火 Ｈ1 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃

2503 6 耐火 Ｈ1 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2504 6 耐火 Ｈ4 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2505 3 耐火 Ｈ7 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2506 6 耐火 Ｈ7 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

2507 3 耐火 Ｈ7 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

23 西庄東団地 8 4 2601 8 耐火 Ｈ2 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 維持管理 ⇒ ⇒ － 個別改善 改善し当面維持管理

24 北新団地 25 5 2702 25 木平 Ｓ22 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ － － 優先的な用途廃止

25 八十場東団地 14 2 2801 7 簡平 Ｓ39 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 用途廃止
団地再編により他の用途への転用
を検討

⇒ －
耐用年数等の管理期間満了後に用
途廃止を検討

優先的な用途廃止

2802 7 簡平 Ｓ39 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 〃 〃 ⇒ － 〃 〃

番
号

住宅名
管理
戸数

（戸）

棟数
（棟）

棟
番
号

棟別
戸数

（戸）
１次判定結果構造

建築
年度

計画期間
令和14(2032)年時点
における事業手法

 集約・再編の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定

長期的な管理の見通し

２次次判定結果

３次判定

 事業実施時期の調整
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■３次判定（３／４）

 団地単位での
効率的活用に関する検討

集約・再編等の
可能性に関する検討

地域ニーズへの対応等の
総合的な検討

26 京町団地(S40～49) 108 16 3003 4 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 維持管理 ⇒
子育て支援・医療福祉施設との連
携を検討

R15年度以降で実施
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

改善し当面維持管理

3004 4 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3002 2 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3003 2 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3002 2 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3003 2 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3003 4 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3004 2 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3002 2 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3003 2 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3003 4 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3004 4 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3003 4 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3004 2 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3001 2 耐火 Ｓ40 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3005 4 耐火 Ｓ41 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3006 2 耐火 Ｓ41 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3005 4 耐火 Ｓ41 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3006 4 耐火 Ｓ41 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3007 2 耐火 Ｓ43 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3009 4 耐火 Ｓ45 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3010 2 耐火 Ｓ45 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3009 4 耐火 Ｓ45 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3010 4 耐火 Ｓ45 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3008 1 耐火 Ｓ45 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3009 1 耐火 Ｓ45 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3011 1 耐火 Ｓ46 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3012 1 耐火 Ｓ46 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3011 2 耐火 Ｓ46 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3012 2 耐火 Ｓ46 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3012 4 耐火 Ｓ46 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3013 2 耐火 Ｓ46 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3014 2 耐火 Ｓ47 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3016 2 耐火 Ｓ47 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3015 2 耐火 Ｓ47 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3017 2 耐火 Ｓ47 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3015 2 耐火 Ｓ47 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3017 2 耐火 Ｓ47 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3017 1 耐火 Ｓ47 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3018 2 耐火 Ｓ48 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3019 1 耐火 Ｓ48 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3020 1 耐火 Ｓ48 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3020 1 耐火 Ｓ48 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3021 2 耐火 Ｓ49 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3021 2 耐火 Ｓ49 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

計画期間
令和14(2032)年時点
における事業手法

 集約・再編の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定

長期的な管理の見通し

１次判定結果
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■３次判定（４／４）

 団地単位での
効率的活用に関する検討

集約・再編等の
可能性に関する検討

地域ニーズへの対応等の
総合的な検討

京町団地(S60) 34 2 3022 2 耐火 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 維持管理 ⇒
子育て支援・医療福祉施設との連
携を検討

R15年度以降で実施
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

改善し当面維持管理

3022 4 耐火 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3022 4 耐火 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3022 6 耐火 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3022 4 耐火 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3022 6 耐火 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3022 4 耐火 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

3022 4 耐火 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ 〃 〃 〃 〃

27-1 西庄団地 24 2 3101 12 耐火 Ｓ45 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 建替
段階的な住棟建替により居住の集
約を検討

⇒ －
団地内の住宅更新時にあわせ、集
約も含めた建替等の検討

用途廃止

3102 12 耐火 Ｓ47 優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的に改善し当面維持管理 〃 〃 ⇒ － 〃 〃

西庄団地 62 30 3103 9 簡二 Ｓ50 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 建替
段階的な住棟建替により居住の集
約を検討

⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

当面維持管理

3104 3 簡二 Ｓ51 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 〃 ⇒ － 〃 〃

3105 4 簡二 Ｓ51 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 〃 ⇒ － 〃 〃

3106 6 簡二 Ｓ52 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 〃 ⇒ － 〃 〃

3107 7 簡二 Ｓ52 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 〃 ⇒ － 〃 〃

3108 3 簡二 Ｓ53 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 〃 ⇒ － 〃 〃

3109 2 簡二 Ｓ54 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 〃 ⇒ － 〃 〃

3110 6 簡二 Ｓ57 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

改善し当面維持管理

3111 2 簡二 Ｓ58 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

3112 4 簡二 Ｓ58 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

3113 14 簡二 Ｓ59 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

3114 2 簡二 Ｓ60 改善、建替、又は用途廃止 改善し当面維持管理 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

27-2 西庄(野田)団地 12 6 3112 12 簡二 Ｓ58 改善、建替、又は用途廃止 用途廃止 〃 ⇒ ⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

改善し当面維持管理

28 川津団地 44 22 3201 11 簡二 Ｓ53 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 維持管理 ⇒ ⇒ －
耐用年数等の管理期満了後に集約
建替を検討

当面維持管理

3202 1 簡二 Ｓ53 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

3203 17 簡二 Ｓ54 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

3204 1 簡二 Ｓ54 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

3205 14 簡二 Ｓ55 優先的な建替、又は優先的な用途廃止 優先的な建替 〃 ⇒ ⇒ － 〃 〃

計 851 305

計画期間
令和14(2032)年時点
における事業手法

 集約・再編の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定

長期的な管理の見通し

１次判定結果 ２次次判定結果

３次判定

 事業実施時期の調整
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３．団地別事業計画 

（１）事業手法別管理戸数 

総管理戸数 851 戸の事業手法別戸数は以下のとおりです。 
 

 

 
表－公営住宅等ストックの事業手法別戸数 

 

  現状(戸) 
令和 14(2032)年度末

(戸) 

公営住宅等管理戸数 851 676 

 新規整備事業予定戸数   0 

 維持管理予定戸数   676 

  うち改善事業予定戸数   197 

   個別改善事業予定戸数   197 

   全面的改善事業予定戸数   0 

  うちその他戸数   479 

 用途廃止予定戸数   175 

※本計画期間内の事業予定のみを記載 
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（２）団地別事業方針 

団地別ストック活用の事業方針は次のとおりです。 
 

表－団地別事業方針 

No 団地名 
総戸数 
（戸） 事業手法 

用途廃止予定戸数 
（計画期間内）

（戸） 
事業方針 

公営住宅 

1 横津 1 優先的な用途廃止 1 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

2 宮下 13 優先的な用途廃止 13 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

3 林田 9 優先的な用途廃止 9 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

4 常盤(新) 43 
改善し 

当面維持管理 
 

・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・1 階住戸（10 戸）を高齢者対応とする福祉改修を行う。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修による居住性改修を行う。 

5 与島 3 優先的な用途廃止 3 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

6 池園 11 優先的な用途廃止 9 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

7 府中 13 優先的な用途廃止 5 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

8 御供所北 11 優先的な用途廃止 11 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

9 内浜 52 優先的な用途廃止 20 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

10 春日 8 優先的な用途廃止 1 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

11 小山 35 優先的な用途廃止 6 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

12 福江 6 優先的な用途廃止 6 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

13 八十場南 52 優先的な用途廃止 12 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

14 牛の子 75 優先的な用途廃止 14 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

15 八十場西 47 優先的な用途廃止 9 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

16 西庄(野田) 10 当面維持管理  
・耐用年数を満了することから、次期計画での建替又は用途廃止を

前提とし、今計画期間では日常修繕対応を行う。 

17 八十場中 25 当面維持管理  
・耐用年数を満了することから、次期計画での建替又は用途廃止を

前提とし、今計画期間では日常修繕対応を行う。 

18 緑町 12 
改善し 

当面維持管理 
 

・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修による居住性改修を行う。 

19 御供所 6 
改善し 

当面維持管理 
 

・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修による居住性改修を行う。 

20 西庄北 24 
改善し 

当面維持管理 
 

・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修による居住性改修を行う。 

21 昭和 16 
改善し 

当面維持管理 
 

・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修による居住性改修を行う。 

22 新林田 48 
改善し 

当面維持管理 
 

・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修による居住性改修を行う。 
・省エネルギー性能を向上させる改修を行う。 

23 西庄東 8 
改善し 

当面維持管理 
 

・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修による居住性改修を行う。 

24 北新 25 優先的な用途廃止 25 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

市営住宅（市単独住宅） 
25 八十場東 14 優先的な用途廃止 7 ・政策空家措置を進め、用途廃止後は早期除却を行う。 

改良住宅 

26 

京町 
（S40～49） 

108 
改善し 

当面維持管理 
 

・耐震・避難器具設置による安全性確保型改修を行う。 
・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・高齢者対応とする福祉改修を行う。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修及び住戸規模の改善（2戸→1 戸）

による居住性改修を行う。 
・耐震化による減築（▲16 戸）及び住戸改善（▲18 戸）により合計

34 戸減とする。 

京町 
（S60） 

34 
改善し 

当面維持管理 
 

・避難器具設置による安全性確保型改修を行う。 
・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・高齢者対応とする福祉改修を行う。 

27-1 

西庄(中耐) 24 用途廃止 24 
・団地内の老朽化した住宅の更新時にあわせ、集約も含めた建替等

の検討を行う。 

西庄(簡二) 
（S50～54） 

34 当面維持管理  
・耐用年数を満了することから、次期計画での建替又は用途廃止を

前提とし、今計画期間では日常修繕対応を行う。 

西庄(簡二) 
（S57～60） 

28 
改善し 

当面維持管理 
 

・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修による居住性改修を行う。 

27-2 西庄(野田) 12 
改善し 

当面維持管理 
 

・長寿命化改修による、耐久性の向上を図る。 
・長寿命化とあわせ給湯設備改修による居住性改修を行う。 

28 川津 44 当面維持管理  
・耐用年数を満了することから、次期計画での建替又は用途廃止を

前提とし、今計画期間では日常修繕対応を行う。 

計 851  175   
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５章 長寿命化のための実施方針 

１．点検の実施方針 

公営住宅等の長寿命化に向けて、予防保全の観点から、定期的な点検等を行うことが重要

であり、以下のとおり、定期点検の実施方針を定めます。 
 

●すべての住宅を対象に日常点検を実施し、住宅除却までの期間の建物状態をチェック

します。 

●法定点検については、引き続き法令に基づく適切な点検を実施します。 

●定期点検の結果は、データベースに記録し、修繕・維持管理の的確な実施や次回の点

検に活用します。 

●専門的な知識を有する者が実施する劣化度診断及び設備機器の法令点検等に基づき、

劣化状況を把握し、修繕計画に活用します。 

 

２．計画修繕の実施方針 

公営住宅等を長期にわたって良好に維持管理していくためには、屋上防水や外壁塗装等の

経年劣化に応じて、予防保全的な観点から、適時・適切な修繕を計画的に実施していくこと

が必要となります。 
そのため、計画期間内（令和 5(2023)年度～令和 14(2032)年度）に実施する計画修繕につ

いて、実施方針を以下に定めます。 
 

●標準修繕周期をふまえて、定期的な点検を行い、適切な時期に予防保全的な修繕を行

うことにより、居住性・安全性等の維持・向上を図り、長期的に活用します。 

●修繕内容等をデータベースに記録し、修繕・維持管理の的確な実施や次回の点検に活

用します。 

●耐用年数が経過し、建替及び用途廃止の対象となっている住棟は、入居者にそのこと

を周知し、住み替え等を勧めつつ、適切な修繕を行います。 

 

 

対象となる修繕内容は以下のとおりです。 
●経常修繕 

・水漏れ、外壁のひび割れなど不特定の時期に生じる支障に対し、その都度実施する必

要のある部分的な修繕 

●計画修繕 

・外壁の再塗装、屋根の防水工事の実施など周期的実施する必要のある修繕 
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３．改善事業の実施方針 

改善事業類型ごとの実施方針は以下のとおりです。 
 

① 安全性確保型 

●耐震性に課題のある住棟の耐震改修を行い、躯体の安全性を高めます。 

●非常時に円滑に避難できるよう、避難設備や避難経路を確保します。 

●防犯性や落下・転倒防止など生活事故防止に配慮した改善を行います。 

（耐震改修、防犯に配慮した建物部品の設置 など） 

 

■ 安全性確保型改善事業予定住棟 

 

改良 京町団地 3003 1号棟 耐火 4 1965 4 ● ●
住宅 (S40～49) 3004 耐火 4 1965 4 ● ●

3002 2号棟 耐火 2 1965 2 ●
3003 耐火 2 1965 2 ●
3002 3号棟 耐火 2 1965 2 ●
3003 耐火 2 1965 2 ●
3003 4号棟 耐火 3 1965 4 ● ●
3004 耐火 3 1965 2 ● ●
3002 7号棟 耐火 2 1965 2 ●
3003 耐火 2 1965 2 ●
3003 8号棟 耐火 4 1965 4 ● ●
3004 耐火 4 1965 4 ● ●
3003 9号棟 耐火 3 1965 4 ● ●
3004 耐火 3 1965 2 ● ●
3001 10号棟 耐火 1 1965 2 ●
3005 12号棟 耐火 3 1966 4 ● ●
3006 耐火 3 1966 2 ● ●
3005 13号棟 耐火 4 1966 4 ● ●
3006 耐火 4 1966 4 ● ●
3007 11号棟 耐火 1 1968 2 ●
3009 5号棟 耐火 3 1970 4 ● ●
3010 耐火 3 1970 2 ● ●
3009 6号棟 耐火 4 1970 4 ● ●
3010 耐火 4 1970 4 ● ●
3008 14号棟 耐火 2 1970 1 ●
3009 耐火 2 1970 1 ●
3011 耐火 2 1971 1 ●
3012 耐火 2 1971 1 ●
3011 15号棟 耐火 2 1971 2 ●
3012 耐火 2 1971 2 ●
3012 16号棟 耐火 3 1971 4 ● ●
3013 耐火 3 1971 2 ● ●
3014 19号棟 耐火 1 1972 2 ●
3016 耐火 1 1972 2 ●
3015 20号棟 耐火 1 1972 2 ●
3017 耐火 1 1972 2 ●
3015 21号棟 耐火 1 1972 2 ●
3017 耐火 1 1972 2 ●
3017 22号棟 耐火 1 1972 1 ●
3018 耐火 1 1973 2 ●
3019 耐火 1 1973 1 ●
3020 23号棟 耐火 1 1973 1 ●
3020 24号棟 耐火 1 1973 1 ●
3021 17号棟 耐火 1 1974 2 ●
3021 18号棟 耐火 1 1974 2 ●

京町団地 3022 28号棟 耐火 3 1985 6 ●
(S60) 3022 30号棟 耐火 3 1985 6 ●

種別
耐震改修 避難器具設置

建物
番号

棟番号団地名 構造
管理
戸数
（戸）

階数
建設
年度
（年）

改善の内容
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② 長寿命化型 

●現地による劣化状況調査等から、「躯体・外壁」「屋上防水」「設備関係（給水管

等）」に不具合が指摘され、補修・改善等を要すると判定される住棟において、順

次、長寿命化改善を実施します。 

●計画修繕周期等に合わせ、長期的な活用を図る団地・住棟において、耐久性の向上や

躯体への影響の軽減、維持管理の容易性の観点から予防保全的な改善を順次行いま

す。 

（外壁や屋根・屋上防水の耐久性の向上、給排水管の耐久性の向上 など） 

 

 
■長寿命化改善事業予定住棟（１／２） 

 
 

 

  

公営 常盤団地(新) 701 A棟 耐火 4 1991 16
住宅 702 耐火 4 1991 7

703 B棟 耐火 4 1993 8
704 耐火 4 1993 12

緑町団地 2101 簡二 2 1985 6
2102 簡二 2 1985 6

御供所団地 2201 簡二 2 1985 4
2202 簡二 2 1985 2

西庄北団地 2301 簡二 2 1986 2
2302 簡二 2 1986 4
2303 簡二 2 1986 6
2304 簡二 2 1987 2
2305 簡二 2 1987 2
2306 簡二 2 1987 4
2307 簡二 2 1987 4

昭和団地 2401 簡二 2 1987 4
2402 簡二 2 1987 4
2403 簡二 2 1987 8

新林田団地 2501 A棟 耐火 3 1988 18
2502 B棟 耐火 3 1989 6
2503 C棟 耐火 3 1989 6
2504 D棟 耐火 3 1992 6
2505 E棟 耐火 3 1995 3
2506 E棟 耐火 3 1995 6
2507 E棟 耐火 3 1995 3

西庄東団地 2601 耐火 2 1990 8

● ● ●
● ● ●

種別
建物
番号

棟番号
屋上防水

外壁
塗装等

給排水
設備

団地名 構造
管理
戸数
（戸）

階数
建設
年度
（年）

改善の内容

● ●
● ●

● ● ●
● ● ●

● ●
● ●

● ● ●
● ● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ● ●
● ● ●

● ●
● ● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●
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■長寿命化改善事業予定住棟（２／２） 

 
 

改良 京町団地 3003 1号棟 耐火 4 1965 4
住宅 (S40～49) 3004 耐火 4 1965 4

3002 2号棟 耐火 2 1965 2
3003 耐火 2 1965 2
3002 3号棟 耐火 2 1965 2
3003 耐火 2 1965 2
3003 4号棟 耐火 3 1965 4
3004 耐火 3 1965 2
3002 7号棟 耐火 2 1965 2
3003 耐火 2 1965 2
3003 8号棟 耐火 4 1965 4
3004 耐火 4 1965 4
3003 9号棟 耐火 3 1965 4
3004 耐火 3 1965 2
3001 10号棟 耐火 1 1965 2
3005 12号棟 耐火 3 1966 4
3006 耐火 3 1966 2
3005 13号棟 耐火 4 1966 4
3006 耐火 4 1966 4
3007 11号棟 耐火 1 1968 2
3009 5号棟 耐火 3 1970 4
3010 耐火 3 1970 2
3009 6号棟 耐火 4 1970 4
3010 耐火 4 1970 4
3008 14号棟 耐火 2 1970 1
3009 耐火 2 1970 1
3011 耐火 2 1971 1
3012 耐火 2 1971 1
3011 15号棟 耐火 2 1971 2
3012 耐火 2 1971 2
3012 16号棟 耐火 3 1971 4
3013 耐火 3 1971 2
3014 19号棟 耐火 1 1972 2
3016 耐火 1 1972 2
3015 20号棟 耐火 1 1972 2
3017 耐火 1 1972 2
3015 21号棟 耐火 1 1972 2
3017 耐火 1 1972 2
3017 22号棟 耐火 1 1972 1
3018 耐火 1 1973 2
3019 耐火 1 1973 1
3020 23号棟 耐火 1 1973 1
3020 24号棟 耐火 1 1973 1
3021 17号棟 耐火 1 1974 2
3021 18号棟 耐火 1 1974 2

京町団地 3022 25号棟 耐火 1 1985 2
(S60) 3022 26号棟 耐火 2 1985 4

3022 27号棟 耐火 2 1985 4
3022 28号棟 耐火 3 1985 6
3022 29号棟 耐火 2 1985 4
3022 30号棟 耐火 3 1985 6
3022 31号棟 耐火 2 1985 4
3022 32号棟 耐火 2 1985 4

西庄団地 3110 簡二 2 1982 6
3111 簡二 2 1983 2
3112 簡二 2 1983 4
3113 簡二 2 1984 14
3114 簡二 2 1985 2

西庄（野田）団地 3112 簡二 2 1983 12

建設
年度
（年）

管理
戸数
（戸）

改善の内容

屋上防水
外壁

塗装等
給排水
設備

種別 団地名
建物
番号

棟番号 構造 階数

● ●
● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ●

● ● ●
● ● ●

● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ●
● ●

●
●

● ● ●

● ● ●
● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ●

● ● ●
● ● ●

● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ●
● ●

● ● ●
● ● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●
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③ 福祉対応型 

●引き続き活用を図るストックについて、高齢者等が安全・安心して居住できるよう

に、住戸、共用部のバリアフリー化を進めます。 

（住戸内部・共用部の段差の解消、手摺設置、浴室・トイレ等の高齢者対応 など） 

 
■福祉対応改善事業予定住棟 

 
 

 

■福祉対応改善事業予定住棟

公営 常盤団地(新) 701 A棟 耐火 4 1991 4(16)
住宅 （1階住戸のみ） 702 耐火 4 1991 1(7)

703 B棟 耐火 4 1993 2(8)
704 耐火 4 1993 3(12)

改良 京町団地 3003 1号棟 耐火 4 1965 4
住宅 (S40～49) 3004 耐火 4 1965 4

3002 2号棟 耐火 2 1965 2
3003 耐火 2 1965 2
3002 3号棟 耐火 2 1965 2
3003 耐火 2 1965 2
3003 4号棟 耐火 3 1965 4
3004 耐火 3 1965 2
3002 7号棟 耐火 2 1965 2
3003 耐火 2 1965 2
3003 8号棟 耐火 4 1965 4
3004 耐火 4 1965 4
3003 9号棟 耐火 3 1965 4
3004 耐火 3 1965 2
3005 12号棟 耐火 3 1966 4
3006 耐火 3 1966 2
3005 13号棟 耐火 4 1966 4
3006 耐火 4 1966 4
3009 5号棟 耐火 3 1970 4
3010 耐火 3 1970 2
3009 6号棟 耐火 4 1970 4
3010 耐火 4 1970 4
3008 14号棟 耐火 2 1970 1
3009 耐火 2 1970 1
3011 耐火 2 1971 1
3012 耐火 2 1971 1
3011 15号棟 耐火 2 1971 2
3012 耐火 2 1971 2
3012 16号棟 耐火 3 1971 4
3013 耐火 3 1971 2

京町団地 3022 26号棟 耐火 2 1985 4
(S60) 3022 27号棟 耐火 2 1985 4

3022 28号棟 耐火 3 1985 6
3022 29号棟 耐火 2 1985 4
3022 30号棟 耐火 3 1985 6
3022 31号棟 耐火 2 1985 4
3022 32号棟 耐火 2 1985 4

● ● ●

団地名 構造
管理
戸数
（戸）

階数
建設
年度
（年）

改善の内容

段差の
解消

手すり
設置

共用部
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

種別
建物
番号

棟番号

● ● ●
● ● ●
● ● ●
● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●

● ● ●
● ● ●
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④ 居住性向上型 

●引き続き活用を図るストックについて、住戸・住棟設備の機能向上を行い、居住性を

確保する改修を行います。 

（規模増改善、給湯設備改修、浴室設置 など） 

 
■居住性向上改善事業予定住棟（１／２） 

 
 

公営 常盤団地(新) 701 A棟 耐火 4 1991 16
住宅 702 耐火 4 1991 7

703 B棟 耐火 4 1993 8
704 耐火 4 1993 12

緑町団地 2101 簡二 2 1985 6
2102 簡二 2 1985 6

御供所団地 2201 簡二 2 1985 4
2202 簡二 2 1985 2

西庄北団地 2301 簡二 2 1986 2
2302 簡二 2 1986 4
2303 簡二 2 1986 6
2304 簡二 2 1987 2
2305 簡二 2 1987 2
2306 簡二 2 1987 4
2307 簡二 2 1987 4

昭和団地 2401 簡二 2 1987 4
2402 簡二 2 1987 4
2403 簡二 2 1987 8

新林田団地 2501 A棟 耐火 3 1988 18
2502 B棟 耐火 3 1989 6
2503 C棟 耐火 3 1989 6
2504 D棟 耐火 3 1992 6
2505 E棟 耐火 3 1995 3
2506 E棟 耐火 3 1995 6
2507 E棟 耐火 3 1995 3

西庄東団地 2601 耐火 2 1990 8

●
●

●
●
●

●

●

●
●

規模増
改善

給湯設備
改修

浴室設置

●
●

●

●
●

●

種別
建物
番号

棟番号団地名 構造
管理
戸数
（戸）

階数
建設
年度
（年）

●

改善の内容

●

●
●
●

●
●
●
●

●

●
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■居住性向上改善事業予定住棟（２／２） 

 
 

改良 京町団地 3003 1号棟 耐火 4 1965 4
住宅 (S40～49) 3004 耐火 4 1965 4

3002 2号棟 耐火 2 1965 2
3003 耐火 2 1965 2
3002 3号棟 耐火 2 1965 2
3003 耐火 2 1965 2
3003 4号棟 耐火 3 1965 4
3004 耐火 3 1965 2
3002 7号棟 耐火 2 1965 2
3003 耐火 2 1965 2
3003 8号棟 耐火 4 1965 4
3004 耐火 4 1965 4
3003 9号棟 耐火 3 1965 4
3004 耐火 3 1965 2
3001 10号棟 耐火 1 1965 2
3005 12号棟 耐火 3 1966 4
3006 耐火 3 1966 2
3005 13号棟 耐火 4 1966 4
3006 耐火 4 1966 4
3007 11号棟 耐火 1 1968 2
3009 5号棟 耐火 3 1970 4
3010 耐火 3 1970 2
3009 6号棟 耐火 4 1970 4
3010 耐火 4 1970 4
3008 14号棟 耐火 2 1970 1
3009 耐火 2 1970 1
3011 耐火 2 1971 1
3012 耐火 2 1971 1
3011 15号棟 耐火 2 1971 2
3012 耐火 2 1971 2
3012 16号棟 耐火 3 1971 4
3013 耐火 3 1971 2
3014 19号棟 耐火 1 1972 2
3016 耐火 1 1972 2
3015 20号棟 耐火 1 1972 2
3017 耐火 1 1972 2
3015 21号棟 耐火 1 1972 2
3017 耐火 1 1972 2
3017 22号棟 耐火 1 1972 1
3018 耐火 1 1973 2
3019 耐火 1 1973 1
3020 23号棟 耐火 1 1973 1
3020 24号棟 耐火 1 1973 1
3021 17号棟 耐火 1 1974 2
3021 18号棟 耐火 1 1974 2

西庄団地 3110 簡二 2 1982 6
3111 簡二 2 1983 2
3112 簡二 2 1983 4
3113 簡二 2 1984 14
3114 簡二 2 1985 2

西庄（野田）団地 3112 簡二 2 1983 12

● ●

● ●
● ●

● ● ●
● ●

● ● ●
● ●

● ● ●
● ●

● ● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

● ● ●
● ●

● ●
● ●

種別 団地名
建物
番号

棟番号 構造 階数
建設
年度
（年）

管理
戸数
（戸）

規模増
改善

給湯設備
改修

改善の内容

●
●

浴室設置

●

●
●
●
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⑤ 脱炭素社会対応型 

●引き続き活用を図るストックについて、省エネルギー性能を向上させる改修、再生可

能エネルギー設備の設置等を行います。 

（断熱改修、省エネ性能の高い設備機器への交換 など） 

 

■脱炭素社会対応型改善事業予定住棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．建替事業の実施方針 

 

建替事業については、今後の公営住宅等の需要と状況を勘案しながら、検討します。 
また、民間住宅ストックを活用することにより公営住宅等の適正供給を推進します。 

 

 

 

種別 団地名 
建物

番号 

棟番

号 
構造 階数 

建設

年度

(年) 

管理

戸数

(戸) 

改善の内容 

断熱改修 

省エネ性能

の高い機器

への交換 

公営

住宅 

新林田団

地 

2501 A 棟 耐火 3 1988 18 ●  

2502 B 棟 耐火 3 1989 6 ●  

2503 C 棟 耐火 3 1989 6 ●  

2504 D 棟 耐火 3 1992 6 ●  

2505 E 棟 耐火 3 1995 3 ●  

2506 E 棟 耐火 3 1995 6 ●  

2507 E 棟 耐火 3 1995 3 ●  
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５．用途廃止の実施方針 

用途廃止の実施方針は以下のとおりです。 
 

① 適正な公営住宅等の水準確保のための移転・統合 

●耐用年数が経過し、将来にわたり継続管理することが困難な団地については、近隣団

地等へ移転・統合し、可能な限り早期に用途廃止を行い、除却します。 

 

② 敷地の有効活用 

●用途廃止により生じた土地は、地域のまちづくり課題等に対応した公共建築物の再編

用地などへの活用や、民間等への売却や貸付等を行うなど、敷地の有効活用を図りま

す。 

 

③ 円滑な移転支援 

●用途廃止に伴う入居者移転については、居住者へは事前に十分な説明と意向確認を行

い、住宅取得や民間・公営住宅等への入居斡旋等、移転による負担軽減を支援しま

す。 
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■用途廃止予定住棟 

 

公営 横津団地 201 木平 1 1951 1

住宅 宮下団地 301 木平 1 1954 5

302 木平 1 1955 2

303 簡平 1 1957 6

林田団地 401 木平 1 1955 2

402 木平 1 1956 4

404 木平 1 1957 3

与島団地 801 木平 1 1955 3

池園団地 901 木平 1 1956 2

902 簡平 1 1955 8

903 木平 1 1957 1

府中団地 1002 木平 1 1957 2

1004 木平 1 1964 11

御供所北団地 1101 木平 1 1958 3

1102 簡平 1 1958 8

内浜団地 1201 木平 1 1958 12

1202 木平 1 1958 8

1203 木平 1 1959 16

1204 木平 1 1961 5

1205 木平 1 1961 9

1206 木平 1 1962 2

春日団地 1301 木平 1 1964 5

1302 木平 1 1964 3

小山団地 1401 木平 1 1964 20

1402 木平 1 1966 6

1403 簡平 1 1966 4

1404 木平 1 1967 5

福江団地 1501 木平 1 1966 6

八十場南団地 1601 木平 1 1966 10

1602 木平 1 1966 8

1603 木平 1 1967 13

1604 木平 1 1968 14

1605 簡二 2 1973 7

牛の子団地 1701 木平 1 1968 5

1702 木平 1 1968 3

1703 簡平 1 1969 8

1704 簡平 1 1969 21

1705 簡二 2 1970 10

1706 簡二 2 1970 10

1707 簡二 2 1971 10

1708 簡二 2 1973 8

八十場西団地 1801 簡二 2 1976 10

1802 簡二 2 1976 4

1803 簡二 2 1976 10

1804 簡二 2 1977 12

1805 簡二 2 1978 11

北新団地 2702 木平 1 1947 25

市単独八十場東団地 2801 簡平 1 1964 7

住宅 2802 簡平 1 1964 7

改良 西庄団地 3101 耐火 4 1970 12

住宅 3102 耐火 4 1972 12

52年 32,368 第1種住居地域

50年

60年

64年

64年

63年

4,033 第1種住居地域

67年

65年

61年

9,813 第1種住居地域

61年

58年 1,002 第1種低層住居地域

58年

45年

44年

商業地域75年 1,813

特定用途制限区域

（一般環境保全型）

（一般環境保全型）

特定用途制限区域

特定用途制限区域

（幹線沿道一般型）

第1種住居地域

8,793

56年

第1種住居地域

特定用途制限区域

55年

56年 876 第1種低層住居地域

64年 1,864

64年

（一般環境保全型）

第1種住居地域

特定用途制限区域

（一般環境保全型）

種別 団地名
建物
番号

棟番号 構造 階数
建設
年度
（年）

管理
戸数
（戸）

経過年数
(R4時点）

敷地面積
（㎡）

64年

55年

4,154

63年

54年

56年

54年 9,171

51年

49年

58年 8,104

56年

65年

1,712 都市計画区域外

1,434

用途地域

64年 5,824

71年 651 第1種住居地域

68年

67年

49年

66年 3,415 第2種中高層住居地域

65年

7,063

46年

46年

46年

67年

54年

53年

58年

58年

56年

58年

53年

52年

52年
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６．長寿命化のための事業実施予定一覧 

事業実施予定は以下のとおりです。 
 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧      ※該当事業なし 

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等）※該当事業なし 

 

※次ページ以降に掲載 
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 【
様
式
１
】
計
画
修
繕
・
改
善
事
業
の
実
施
予
定
一
覧

公
営
住
宅
特
定
公
共

賃
貸
住
宅

地
優
賃

（
公
共
供
給
）

地
優
賃

（
公
共
供
給
）
改
良
住
宅

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

法
定
点
検

法
定
点
検
に

準
じ
た
点
検

R
5

(2
0
2
3
)

R
6

(2
0
2
4
)

R
7

(2
0
2
5
)

R
8

(2
0
2
6
)

R
9

(2
0
2
7
)

R
1
0

(2
0
2
8
)

R
1
1

(2
0
2
9
)

R
1
2

(2
0
3
0
)

R
1
3

(2
0
3
1
)

R
1
4

(2
0
3
2
)

常
盤
団
地
（
新
）

7
0
1

A
棟

1
6

耐
火

1
9
9
1

Ｈ
3

屋
上
防
水

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

住
戸
高
齢
対
応

(福
祉
対
応
)

65
4

常
盤
団
地
（
新
）

7
0
2

A
棟

7
耐
火

1
9
9
1

Ｈ
3

屋
上
防
水

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

住
戸
高
齢
対
応

(福
祉
対
応
)

28
6

常
盤
団
地
（
新
）

7
0
3

B
棟

8
耐
火

1
9
9
3

Ｈ
5

屋
上
防
水

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

住
戸
高
齢
対
応

(福
祉
対
応
)

39
7

常
盤
団
地
（
新
）

7
0
4

B
棟

1
2

耐
火

1
9
9
3

Ｈ
5

屋
上
防
水

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

住
戸
高
齢
対
応

(福
祉
対
応
)

59
5

緑
町
団
地

2
1
0
1

6
簡
二

1
9
8
5

S
6
0

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

4
2

緑
町
団
地

2
1
0
2

6
簡
二

1
9
8
5

S
6
0

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

4
2

御
供
所
団
地

2
2
0
1

4
簡
二

1
9
8
5

S
6
0

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

屋
上
防
水

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

2
8

御
供
所
団
地

2
2
0
2

2
簡
二

1
9
8
5

S
6
0

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

屋
上
防
水

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

1
4

西
庄
北
団
地

2
3
0
1

2
簡
二

1
9
8
6

Ｓ
6
1

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

1
8

西
庄
北
団
地

2
3
0
2

4
簡
二

1
9
8
6

Ｓ
6
1

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

3
7

西
庄
北
団
地

2
3
0
3

6
簡
二

1
9
8
6

Ｓ
6
1

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

5
5

西
庄
北
団
地

2
3
0
4

2
簡
二

1
9
8
7

Ｓ
6
2

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

1
9

備
考

建
設

年
度

（
和
暦
）

次
期
点
検
時
期

修
繕
・
改
善
事
業
の
内
容

L
C
C

縮
減
効
果

(千
円
/
年
)

　
事
業
主
体
名
：

坂
出
市

　
住
宅
の
区
分
：

団
地
名

住
棟

番
号

戸
数

構
造

建
設

年
度
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【
様
式
１
】
計
画
修
繕
・
改
善
事
業
の
実
施
予
定
一
覧

公
営
住
宅
特
定
公
共

賃
貸
住
宅

地
優
賃

（
公
共
供
給
）

地
優
賃

（
公
共
供
給
）
改
良
住
宅
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

法
定
点
検

法
定
点
検

に
準
じ
た
点
検

R
5

(2
0
23
)

R
6

(2
0
2
4)

R
7

(2
02
5)

R
8

(2
02
6)

R
9

(2
02
7)

R
1
0

(2
02
8
)

R
1
1

(2
0
29
)

R
12

(2
0
30
)

R
13

(2
0
31
)

R
14

(2
0
32
)

西
庄
北
団
地

23
05

2
簡
二

1
98
7

Ｓ
6
2

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

1
9

西
庄
北
団
地

23
06

4
簡
二

1
98
7

Ｓ
6
2

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

3
8

西
庄
北
団
地

23
07

4
簡
二

1
98
7

Ｓ
6
2

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

3
8

昭
和
団
地

24
01

4
簡
二

1
98
7

Ｓ
6
2

屋
上
防
水

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

3
8

昭
和
団
地

24
02

4
簡
二

1
98
7

Ｓ
6
2

屋
上
防
水

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

3
8

昭
和
団
地

24
03

8
簡
二

1
98
7

Ｓ
6
2

屋
上
防
水

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

7
6

新
林
田
団
地

25
0
1

A
棟

18
耐
火

1
98
8

Ｓ
6
3

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

断
熱
改
修
等

(脱
炭
素
社
会
対

応
型
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

5
1
4

新
林
田
団
地

25
0
2

B
棟

6
耐
火

1
98
9

Ｈ
1

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

断
熱
改
修
等

(脱
炭
素
社
会
対

応
型
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

1
6
2

新
林
田
団
地

25
0
3

C
棟

6
耐
火

1
98
9

Ｈ
1

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

断
熱
改
修
等

(脱
炭
素
社
会
対

応
型
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

1
6
2

新
林
田
団
地

25
0
4

D
棟

6
耐
火

1
99
2

Ｈ
4

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

断
熱
改
修
等

(脱
炭
素
社
会
対

応
型
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

1
8
6

新
林
田
団
地

25
0
5

E
棟

3
耐
火

1
99
5

Ｈ
7

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

断
熱
改
修
等

(脱
炭
素
社
会
対

応
型
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

1
4
3

新
林
田
団
地

25
0
6

E
棟

6
耐
火

1
99
5

Ｈ
7

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

断
熱
改
修
等

(脱
炭
素
社
会
対

応
型
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

1
4
3

建
設

年
度

　
住
宅
の
区
分
：

団
地
名

住
棟

番
号

戸
数

構
造

建
設

年
度

（
和
暦
）

次
期
点
検
時
期

修
繕
・
改
善
事
業
の
内
容

L
C
C

縮
減
効
果

(千
円
/
年
)

備
考

　
事
業
主
体
名
：

坂
出
市
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【
様
式
１
】
計
画
修
繕
・
改
善
事
業
の
実
施
予
定
一
覧

公
営
住
宅
特
定
公
共

賃
貸
住
宅

地
優
賃

（
公
共
供
給
）

地
優
賃

（
公
共
供
給
）
改
良
住
宅
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

法
定
点
検

法
定
点
検

に
準
じ
た
点
検

R
5

(2
0
23
)

R
6

(2
0
24
)

R
7

(2
0
2
5)

R
8

(2
0
2
6)

R
9

(2
02
7)

R
1
0

(2
02
8
)

R
1
1

(2
0
29
)

R
12

(2
0
30
)

R
13

(2
0
3
1)

R
1
4

(2
0
3
2)

新
林
田
団
地

2
5
06
E
棟

3
耐
火

1
9
95

Ｈ
7

外
壁
塗
装
等

(長
寿
命
)

断
熱
改
修
等

(脱
炭
素
社
会
対

応
型
)

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

1
43

西
庄
東
団
地

2
60
1

8
耐
火

1
9
90

Ｈ
2

外
壁
塗
装
等

給
排
水
設
備

(長
寿
命
)

給
湯
設
備

(居
住
性
向
上
)

3
33

　
事
業
主
体
名
：

坂
出
市

　
住
宅
の
区
分
：

団
地
名

住
棟

番
号

戸
数

構
造

建
設

年
度

建
設

年
度

（
和
暦
）

次
期
点
検
時
期

修
繕
・
改
善
事
業
の
内
容

L
C
C

縮
減
効
果

(千
円
/
年
)

備
考
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 【
様
式
１
】
計
画
修
繕
・
改
善
事
業
の
実
施
予
定
一
覧

公
営
住
宅
特
定
公
共

賃
貸
住
宅

地
優
賃

（
公
共
供
給
）

地
優
賃

（
公
共
供
給
）
改
良
住
宅

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

法
定
点
検

法
定
点
検
に

準
じ
た
点
検

R
5

(2
0
2
3
)

R
6

(2
0
2
4
)

R
7

(2
0
2
5
)

R
8

(2
0
2
6
)

R
9

(2
0
2
7
)

R
1
0

(2
0
2
8
)

R
1
1

(2
0
2
9
)

R
1
2

(2
0
3
0
)

R
1
3

(2
0
3
1
)

R
1
4

(2
0
3
2
)

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
3

1
号
棟

4
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

3
1

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
･
規
模
改
善
･

給
湯
･
浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
4

1
号
棟

4
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

3
1

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
･
給
湯
･
浴

室
･福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
2

2
号
棟

2
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

1
5

耐
震
･
屋
上
防
水
･
外
壁
･

給
湯
･
浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
3

2
号
棟

2
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

1
5

耐
震
･
屋
上
防
水
･
外
壁
･

給
湯
･
浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
2

3
号
棟

2
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

1
5

耐
震
･
外
壁
･
給
湯
･
浴

室
･福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
3

3
号
棟

2
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

1
5

耐
震
･
外
壁
･
給
湯
･
浴

室
･福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
3

4
号
棟

4
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

3
1

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
･
給
湯
･
浴

室
･福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
4

4
号
棟

2
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

1
5

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
･
給
湯
･
浴

室
･福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
2

7
号
棟

2
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

1
5

耐
震
･
屋
上
防
水
･
外
壁
・

給
排
水
･
給
湯
･
浴
室
･
福

祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
3

7
号
棟

2
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

1
5

耐
震
･
屋
上
防
水
･
外
壁
・

給
排
水
･
給
湯
･
浴
室
･
福

祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
3

8
号
棟

4
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

3
1

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
規

模
改
善
･
給
湯
･
浴
室
･
福

祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
4

8
号
棟

4
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

3
1

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
･
給
湯
･
浴

室
･福
祉

　
事
業
主
体
名
：

坂
出
市

　
住
宅
の
区
分
：

団
地
名

住
棟

番
号

戸
数

構
造

建
設

年
度

建
設

年
度

（
和
暦
）

次
期
点
検
時
期

修
繕
・
改
善
事
業
の
内
容

L
C
C

縮
減
効
果

(千
円
/
年
)

備
考
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 【
様
式
１
】
計
画
修
繕
・
改
善
事
業
の
実
施
予
定
一
覧

公
営
住
宅
特
定
公
共

賃
貸
住
宅

地
優
賃

（
公
共
供
給
）

地
優
賃

（
公
共
供
給
）
改
良
住
宅

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

法
定
点
検

法
定
点
検
に

準
じ
た
点
検

R
5

(2
0
2
3
)

R
6

(2
0
2
4
)

R
7

(2
0
2
5
)

R
8

(2
0
2
6
)

R
9

(2
0
2
7
)

R
1
0

(2
0
2
8
)

R
1
1

(2
0
2
9
)

R
1
2

(2
0
3
0
)

R
1
3

(2
0
3
1
)

R
1
4

(2
0
3
2
)

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
3

9
号
棟

4
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

3
1

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
4

9
号
棟

2
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

1
5

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
1

1
0
号
棟

2
耐
火

1
9
6
5

Ｓ
4
0

1
5

耐
震
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
5

1
2
号
棟

4
耐
火

1
9
6
6

Ｓ
4
1

3
1

耐
震
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
6

1
2
号
棟

2
耐
火

1
9
6
6

Ｓ
4
1

1
5

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
5

1
3
号
棟

4
耐
火

1
9
6
6

Ｓ
4
1

3
1

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
規

模
改
善
･
給
湯
･
浴
室
･
福

祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
6

1
3
号
棟

4
耐
火

1
9
6
6

Ｓ
4
1

3
1

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
7

1
1
号
棟

2
耐
火

1
9
6
8

Ｓ
4
3

1
5

耐
震
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
9

5
号
棟

4
耐
火

1
9
7
0

Ｓ
4
5

4
5

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
1
0

5
号
棟

2
耐
火

1
9
7
0

Ｓ
4
5

2
2

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
9

6
号
棟

4
耐
火

1
9
7
0

Ｓ
4
5

4
5

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
規

模
改
善
･
給
湯
･
浴
室
･
福

祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
1
0

6
号
棟

4
耐
火

1
9
7
0

Ｓ
4
5

4
5

耐
震
･
避
難
器
具
･
屋
上

防
水
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

　
事
業
主
体
名
：

坂
出
市

　
住
宅
の
区
分
：

団
地
名

住
棟

番
号

戸
数

構
造

建
設

年
度

建
設

年
度

（
和
暦
）

次
期
点
検
時
期

修
繕
・
改
善
事
業
の
内
容

L
C
C

縮
減
効
果

(千
円
/
年
)

備
考
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 【
様
式
１
】
計
画
修
繕
・
改
善
事
業
の
実
施
予
定
一
覧

公
営
住
宅
特
定
公
共

賃
貸
住
宅

地
優
賃

（
公
共
供
給
）

地
優
賃

（
公
共
供
給
）
改
良
住
宅

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

法
定
点
検

法
定
点
検
に

準
じ
た
点
検

R
5

(2
0
2
3
)

R
6

(2
0
2
4
)

R
7

(2
0
2
5
)

R
8

(2
0
2
6
)

R
9

(2
0
2
7
)

R
1
0

(2
0
2
8
)

R
1
1

(2
0
2
9
)

R
1
2

(2
0
3
0
)

R
1
3

(2
0
3
1
)

R
1
4

(2
0
3
2
)

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
9)

3
0
0
8

1
4
号
棟

1
耐
火

1
9
7
0

Ｓ
4
5

1
1

耐
震
･
外
壁
・
給
排
水
･
給

湯
･浴
室
･
福
祉

 
京
町
団
地
(S
40
～
4
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６章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 
 
公営住宅等長寿命化計画策定方針（改定）に基づき、長寿命化改善を予定している住棟に

ついて、ライフサイクルコストを算出します。 
なお、既存住棟は、長寿命化を図ることにより使用期間を約 15 年延長（約 55 年⇒70 年）

できるものとして試算します。 
 

表－ライフサイクルコストの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ライフサイクルコストの算出方法 

○長寿命化型改善事業を実施する場合及び実施しない場合について、建設時点から次回の建替まで

に要するコストを算出し、住棟単位でコスト比較を行います。 

 

①１棟のＬＣＣ改善効果＝ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後） 

②ＬＣＣ（計画前）＝（修繕費＋建替費）／建設～築後○年までの使用年数 

・改善事業を実施しない場合の建設時点から次回の建替までに要するコスト 

・各住棟の築年数（使用年数）を耐火造 55 年、簡易耐火造を 35年とする 

③ＬＣＣ（計画後）＝（修繕費＋改善費＋建替費）／建設～築後△年までの使用年数 

・改善事業を実施する場合の、建替時点から次回の建替までに要するコスト 

・「築後△年」は、長寿命化型改善事業の実施により想定される使用年数とし、本市に

おいては、構造別耐用年数（耐火造 70 年、簡易耐火造を 50 年）とする 
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１．ライフサイクルコストの縮減効果 

（１）長寿命化改善予定住棟 

⇒長寿命化改善予定住棟のＬＣＣは、すべての住棟で年平均縮減額がプラスとなり、Ｌ

ＣＣ縮減効果があり、改善事業は有効と判断できます。 

 
表－長寿命化改善事業予定住棟によるＬＣＣ算定 

番号 種別 団地名
建物
番号

住棟
番号

構造
管理
戸数
（戸）

建設
年度
（年）

耐用
年限
（年）

長寿命化のための
事業手法

計画前
ＬＣＣ

(円/戸･年)

計画後
ＬＣＣ

(円/戸･年)

年平均
縮減額
(円/戸･年)

住棟当たり
の年平均
縮減額
(円/棟･年)

4 公営住宅 常盤団地(新) 701 A棟 耐火 16 1991 70 改善し当面維持管理 250,385 209,512 40,872 653,957

702 〃 7 1991 70 〃 250,385 209,512 40,872 286,106

703 B棟 耐火 8 1993 70 改善し当面維持管理 288,330 238,751 49,578 396,627

704 〃 12 1993 70 〃 288,330 238,751 49,578 594,941

18 公営住宅 緑町団地 2101 簡二 6 1985 45 改善し当面維持管理 228,295 221,303 6,992 41,952

2102 〃 6 1985 45 〃 228,295 221,303 6,992 41,952

19 公営住宅 御供所団地 2201 簡二 4 1985 45 改善し当面維持管理 228,295 221,303 6,992 27,968

2202 〃 2 1985 45 〃 228,295 221,303 6,992 13,984

20 公営住宅 西庄北団地 2301 簡二 2 1986 45 改善し当面維持管理 231,300 222,167 9,133 18,266

2302 〃 4 1986 45 〃 231,300 222,167 9,133 36,532

2303 〃 6 1986 45 〃 231,300 222,167 9,133 54,798

2304 〃 2 1987 45 〃 234,371 224,812 9,559 19,118

2305 〃 2 1987 45 〃 234,371 224,812 9,559 19,118

2306 〃 4 1987 45 〃 234,371 224,812 9,559 38,236

2307 〃 4 1987 45 〃 234,371 224,812 9,559 38,236

21 公営住宅 昭和団地 2401 簡二 4 1987 45 改善し当面維持管理 234,371 224,812 9,559 38,236

2402 〃 4 1987 45 〃 234,371 224,812 9,559 38,236

2403 〃 8 1987 45 〃 234,371 224,812 9,559 76,472

22 公営住宅 新林田団地 2501 A棟 耐火 18 1988 70 改善し当面維持管理 273,162 244,604 28,558 514,038

2502 B棟 〃 6 1989 70 〃 259,741 232,800 26,941 161,647

2503 C棟 〃 6 1989 70 〃 259,741 232,800 26,941 161,647

2504 D棟 〃 6 1992 70 〃 264,385 233,420 30,965 185,789

2505 E棟 〃 3 1995 70 〃 331,611 283,994 47,617 142,851

2506 E棟 〃 6 1995 70 〃 331,611 283,994 47,617 142,851

2507 E棟 〃 3 1995 70 〃 331,611 283,994 47,617 142,851

２３ 公営住宅 西庄東団地 2601 耐火 8 1990 70 改善し当面維持管理 256,153 214,533 41,620 332,962
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番号 種別 団地名
建物
番号

住棟
番号

構造
管理
戸数
（戸）

建設
年度
（年）

耐用
年限
（年）

長寿命化のための
事業手法

計画前
ＬＣＣ

(円/戸･年)

計画後
ＬＣＣ

(円/戸･年)

年平均
縮減額
(円/戸･年)

住棟当たり
の年平均縮
減額

(円/棟･年)

26 改良住宅 京町団地 3003 1号棟 耐火 4 1965 70 改善し当面維持管理 186,278 178,556 7,721 30,885

(S40～49) 3004 〃 4 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 30,885

3002 2号棟 〃 2 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3003 〃 2 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3002 3号棟 〃 2 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3003 〃 2 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3003 4号棟 〃 4 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 30,885

3004 〃 2 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3002 7号棟 〃 2 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3003 〃 2 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3003 8号棟 〃 4 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 30,885

3004 〃 4 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 30,885

3003 9号棟 〃 4 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 30,885

3004 〃 2 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3001 10号棟 〃 2 1965 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3005 12号棟 〃 4 1966 70 〃 186,278 178,556 7,721 30,885

3006 〃 2 1966 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3005 13号棟 〃 4 1966 70 〃 186,278 178,556 7,721 30,885

3006 〃 4 1966 70 〃 186,278 178,556 7,721 30,885

3007 11号棟 〃 2 1968 70 〃 186,278 178,556 7,721 15,442

3009 5号棟 〃 4 1970 70 〃 192,878 181,637 11,241 44,965

3010 〃 2 1970 70 〃 192,878 181,637 11,241 22,482

3009 6号棟 〃 4 1970 70 〃 192,878 181,637 11,241 44,965

3010 〃 4 1970 70 〃 192,878 181,637 11,241 44,965

3008 14号棟 〃 1 1970 70 〃 192,878 181,637 11,241 11,241

3009 〃 1 1970 70 〃 192,878 181,637 11,241 11,241

3011 〃 1 1971 70 〃 172,466 161,321 11,146 11,146

3012 〃 1 1971 70 〃 172,466 161,321 11,146 11,146

3011 15号棟 〃 2 1971 70 〃 172,466 161,321 11,146 22,292

3012 〃 2 1971 70 〃 172,466 161,321 11,146 22,292

3012 16号棟 〃 4 1971 70 〃 172,466 161,321 11,146 44,584

3013 〃 2 1971 70 〃 172,466 161,321 11,146 22,292

3014 19棟 〃 2 1972 70 〃 220,067 198,646 21,420 42,841

3016 〃 2 1972 70 〃 220,067 198,646 21,420 42,841

3015 20号棟 〃 2 1972 70 〃 220,067 198,646 21,420 42,841

3017 〃 2 1972 70 〃 220,067 198,646 21,420 42,841

3015 21号棟 〃 2 1972 70 〃 220,067 198,646 21,420 42,841

3017 〃 2 1972 70 〃 220,067 198,646 21,420 42,841

3017 22号棟 〃 1 1972 70 〃 220,067 198,646 21,420 21,420

3018 〃 2 1973 70 〃 193,883 176,626 17,258 34,515

3019 〃 1 1973 70 〃 193,883 176,626 17,258 17,258

3020 23号棟 〃 1 1973 70 〃 193,883 176,626 17,258 17,258

3020 24号棟 〃 1 1973 70 〃 193,883 176,626 17,258 17,258

3021 17号棟 〃 2 1974 70 〃 183,482 167,354 16,129 32,257

3021 18号棟 〃 2 1974 70 〃 183,482 167,354 16,129 32,257

京町団地 3022 25号棟 耐火 2 1985 70 改善し当面維持管理 298,092 250,732 47,360 94,720

(S60) 3022 26号棟 〃 4 1985 70 〃 298,092 250,732 47,360 189,440

3022 27号棟 〃 4 1985 70 〃 298,092 250,732 47,360 189,440

3022 28号棟 〃 6 1985 70 〃 298,092 250,732 47,360 284,160

3022 29号棟 〃 4 1985 70 〃 298,092 250,732 47,360 189,440

3022 30号棟 〃 6 1985 70 〃 298,092 250,732 47,360 284,160

3022 31号棟 〃 4 1985 70 〃 298,092 250,732 47,360 189,440

3022 32号棟 〃 4 1985 70 〃 298,092 250,732 47,360 189,440

27-1 改良住宅 西庄団地 3110 簡二 6 1982 45 改善し当面維持管理 225,822 211,656 14,166 84,996

3111 〃 2 1983 45 〃 224,551 216,232 8,319 16,638

3112 〃 4 1983 45 〃 224,551 216,232 8,319 33,276

3113 〃 14 1984 45 〃 225,355 218,742 6,613 92,582

3114 〃 2 1985 45 〃 228,295 221,303 6,992 13,984

27-2 改良住宅 西庄(野田)団地 3112 簡二 12 1983 45 改善し当面維持管理 224,551 205,025 19,526 234,312
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７章 今後の課題 

１．長寿命化のための維持管理に関する課題等 

① 長寿命化改善事業の早期実施 

〇団地別・住棟別活用計画において、長寿命化改善事業による個別改善事業対象住戸が

339 戸となっており、住宅ストックの適正な維持管理のためにも、計画的かつ早期に実

施し、住戸の長寿命化を図ることが必要です。 
〇そのためには、多くの事業費の確保が必要であり、財政事情の逼迫する中、財源の確保

が大きな課題です。 
 

② 入居者に配慮した改善事業の実施 

〇各種改善事業に伴い日照や騒音等での入居者への負担が想定されることから、入居者へ

の説明や意見交換などにより、事業実施への合意、協力が得られるように、配慮してい

く必要があります。また、実施時期や工法等において、入居者への負担軽減がされるよ

うに検討していく必要があります。 
 

③ 民間活用等の検討 

〇住宅確保要配慮者のニーズに応じた居住支援策が求められることから、住宅セーフティ

ネット制度に基づく登録住宅の活用や民間の空家等を活用した借上型市営住宅の供給な

ど、民間事業者と連携し、住宅確保要配慮者のニーズに応じた、きめ細かで柔軟な住宅

セーフティネット機能の強化に努める必要があります。 
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